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はじめに
オークランド大学法学部のジョージ・ムスラキス (GeorgeMousourakis)教授が，
2010年11月20日からZOll年2月19日まで関西大学に滞在され，角田との共同研究とあわ
せて，さまざまな講義・講演，セミナーでの発表・討論，わが国のさまざまな分野の研
究者との学術交流などに従事された。本稿は，ムスラキス教授の修復的司法に関するセ
ミナー（於：同志社大学 (1 月 29 日）• 関西大学 (2月16日））での報告原稿と，わたし
が担当している 「比較法文化学」での，ニュージーランドにおける法学教育に関する特
別講義の原稿を訳出するとともに，関西大学に滞在された 3月間のさまざまな活動およ
び教授の経歴・主な業績などをも合わせて紹介することを目的としている凡
本稿[3]の経歴を見れば明らかなように，ムスラキス教授はきわめて多彩な＿文
字どおり多元的，多文化的と言うべき 社会的，文化的そして学問的背景を有してい
る。教授は，ギリシャのクレタ島出身で，アテネ大学法学部を卒業後，マンチェスター
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大学にて法学修士，続いてスコットランドのエディンバラ大学にて法学博士を取得後，
ニュージーランドのオークランド大学法学部，オーストラリアのクイーンズランド大学
法学部にて教鞭をとられた後，再度，オークランド大学に戻られて現在に至っている。
また，ムスラキス教授のキャリアにおいて特箪すべきは， 日本滞在が長く，その間に，
さまざまな大学 新潟大学，広島大学，大阪大学，東北大学，京都大学，東京大学，
神戸大学，神戸学院大学，早稲田大学，関西大学，その他 で教鞭をとられ，また，
今匝の関西大学法学研究所におけるように，客員研究員あるいは客員教授として研究に
従事され，その間に英語にて発表された多くの論文が日本語に翻訳されている。
また，研究業績・分野についても[3] を見れば明らかなように，ローマ法や比較法
学，法哲学・法理学，刑法・刑法哲学，刑事政策など，きわめて幅広い領域にまたがっ
ている。その中でも本稿では，わが国の刑事法学者のあいだでも近年関心が高まってき
ている，修復的司法，とりわけ，犯罪を犯した少年の処遇にかかわるニュージーランド
の修復的司法に関する，理論的，実践的問題について検討した論稿を訳出する。また，
ニュージーランドの歴史や統治構造の概要，そしてとりわけ，ニュージーランドの大学
全般に共通する法学教育の概要と，オークランド大学における法学教育，法実務教育に
ついての講演原稿を訳出する。
注
1) 受け入れ機関は法学研究所で，同研究所・アジア法文化研究班・主幹の角田猛之
が受け入れ責任者である。教授の受け入れに際しては，法学研究所の佐藤やよひ所
長はじめ，国際部，法学研究所事務スタ ッフにも種々御世話いただいた。記して謝
意を表したい。
滞在中の主な教育・研究に関する活動内容とスケジュールを以下に掲げておく 。
11月
20日：来日
22日：受け入れ手続き（国際部，法学研究所）
25日：学内，とくに，図書館，他．案内
26-27日：市原靖久教授を交えての滞在中の共同研究打ち合わせ
12月
12月2-4日：法学研究所招聘の長春理工大学法学院，赫然，趙静波，李暢，各教
授のシンポジウム，研究会，講演会，等での催しに同行，意見交換
2日： 4限目の角出担当の法社会学演習 1にて，オークランド大学法学部につい
て小講演，質疑応答
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8日： 3限目の留学生向け JapaneseLawクラスにて， 日本法についての小講演，
質疑応答
10日：河内良弁護士の裁判員裁判に関する学術講演会終了後，英米の陪審制と日
本の裁判員裁判に関する意見交換
23-24日：竹下賢，市原靖久，角田，および晃洋書房社長・上田芳樹氏を交えて，
共同研究の成果刊行についての話題を含めた懇談会
1月
13日： 2限目の角田担当の比較法文化学において，オークランド大学法学部およ
びニュージーランド法に関する学術講演
29B: 法理学研究会（於 同志社大学）にて，ニュージーランドの修復的司法に
関する研究報告
2月
1-3日：角田とともに東京出張
11-12日：法学研究所・アジア法文化研究班の合宿セミナーに参加，コメント
（於恭仁山荘。ムスラキス教授は第 1期研究班 (2008-2009年）の委嘱研究
員）
16 日：法学研究所• 特別研究会「ニュージーランドの修復的司法に関する研究」，
終了後，送別会
19日：帰国
[ I J 「ニュージーランドにおける修復的司法会議―—理論的甚礎と実践的意
味」 RESTORATVE JUSTICE CONFERENCING IN NEW ZEALAND : 
THEORETICAL FOUNDATIONS AND PRACTICAL IMPLICATIONS 
［訳者まえがき］ まずは，同志社大学および関西大学でのセミナーでの報告原稿を訳出
する。英語のオリジナル・テキストは，法学研究所の『ノモス』 2010年，第27号に掲載
されている。また，本原稿に基づいておこなわれた，関西大学法学研究所主催の「第91
回特別研究会」の案内チラシ（リード文は角田が作成）と，セミナー当日にプリントア
ウトして配布され，スクリーンに写されたパワーポイントの原稿を参考資料として，本
翻訳の最後に［翻訳資料］として掲げておく 。
全体概要 (Abstruct)
過去30年の間に，「修復的司法」として知られる，犯罪に対する社会の新たな対応の
在り方が世界中で広まってきている。この新たなアプローチはつぎのようなアイデアを
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めぐって展開されている。すなわち，
(1) 犯罪は第一次的には被害者と加害者，およびコミュニティ間の関係に対する侵害
であること；
(2) 司法手続の主たる目的は，被害者が被った被害を明らかにしつつ，侵害行為に
よってもっとも直接に影響を受けた人々のあいだでの和解をもたらすこと；
(3) 犯罪によ って引き起こされた争いを解決するためには，犯罪者と被害者それぞれ
の側での積極的な努力とコミュニティによる責任の引き受けが必要であること，
等々である。
近年関心を引いている修復的司法の実践としては， コミュニティにおけるグループ会
議である。この会議は本質的には，犯罪者と被害者のみならず，それぞれの家族や他の
コミュニティのメンバーといった，より拡大された，彼らと「かかわり合いを有するコ
ミュニティ」である。その会議は，「正義にかなった」処遇に関するグループのあいだ
での合意に到達することを目的としつつ，少年の犯罪者と被害者，そして彼らの家族を，
少年の処遇などの決定手続きにかかわらせることをねらいとしている。そして同時に，
彼／彼女の行動が人びとに与えるインパクトを犯罪者に十分に認識させることと，犯罪
者と被害者の双方が，コミュニティの主要なサポートシステムと連携を保てるようにし
ようと試みている。「家族グループ会誠」 ('FamilyGroup Conference') と呼ばれてい
るニュージーランドのグループ会議は，「児童，少年及び家族に関する法律」
(Children, Young Persons and Their Families Act; 以下，「少年法」と略記する）の制
定とともに， 1989年に少年司法に組み込まれている。その法律は， 一部には，マオリの
人びとの伝統的な文化的諸価値に，従前にも増してより配慮するような司法ステムヘの
求めに応じて制定されたものである。それはまた，少年司法と家族の福祉にかかわる問
題への従来の対応の在り方に対して重大な変更をもたらしている。
本稿では，ニュージーランドにおける家族グループ会議の機能について，より広範な
修復的司法に関する哲学的側面にも関係づけつつ分析するとともに，少年犯罪とかかわ
る諸問題にも目配りしつつ，グループ会議システムの役割を検討する。
修復的司法の概念 (DefiningRestorative Justice) 
一般に了解されている修復的司法の定義はきわめて多義にわたっている。研究者に
よっては．修復的司法でないもの（多くの場合に修復的司法は応報的司法と対比されて
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いる）に依拠して定義する者もあれば，修復的司法を特徴づけるいくつかの原理に着目
することによ って定義する者もいる。しかしながら，少なくとも作業仮説的な定義を提
起するための十分な修復的司法に関する実践と文献が存在している。すなわち，修復的
司法とは，
犯罪にかかわるすべての利害関係人（犯罪者，被害者，および彼らがかかわるコ
ミュニティ）が全体で協議し，そして，犯罪行為から被害者とコミュニティ，さら
に犯罪者自身に牛じた害悪を修復し，可能な限り事態を正しい状態に修復すること
に力点を置きつつ，当該の犯罪行為が残したものを解決すること
である。
修復的司法は通常，司法を人間的なもの (humanaizing) とし，また，被害者に対し
ては犯罪者からの説明と償いを受け，また，犯罪者に対しては被害者とコミュニティヘ
の申し開きをすることを可能とする方法で，被害者と犯罪者を同一のテーブルに着かせ，
対面する方法と考えられている。懲罰的な司法からの思考の転換は，コミュニティの司
法としても考えられている叫
修復的司法は，従来とは異な った刑法上の犯罪を理解するための枠組みを提供し，
また，この枠組みを基礎づける諸価値や原理とならんで，犯罪と犯罪被害
(victimization) に対するあらたな対応の仕方をも示唆している。修復的司法にと って
もっとも重要なことは，なにがしかのあるひとつの形式やプロセスを採用することでは
ない。修復的な価値を反映し，修復的な目的や成果を獲得することを 目的とするあらゆ
る形式やプロセスを採用するのである。一般に，修復的司法を基礎づける哲学は3つの
基本的心情を特徴としている。すなわち， (a)犯罪は被害者，犯罪者およびコミュニ
ティの侵害を引き起こすこと， (b)司法プロセスにおいては，国家機関のみならず被害
者，犯罪者およびコミュニティが積極的に関与しなければならないこと，そして， (c)
正義を促進するにあたっては，国家は秩序維持に責任を負い，コミュニティは平和を確
立することに責任を負わなければならないこと，の 3つである。そして，修復的司法は
つぎのような成果を達成することを強く志向している。すなわち， (a)犯罪をへらすこ
と，そして，犯罪が発生した場合にとられる行為は，市民が踏み越えてはならない行為
を画する境界線に浩Hしなければならないこと； (b)犯罪者の矯正あるいは更生； (c) -
般的な方法， とくに，反社会的な行動をコントロールし，減少させるというコミュニ
ティの役割を推進することを通じての犯罪の抑止；そして， (d)犯罪によって影響を受
- 210 - (426) 
「ニュー ジーランドにおける修復的司怯会議 一ー理論的基罷と実践的意味」および「ニュー ジーランドにおける法学教育」；け誤と紹介
けた人々の幸福•福祉の回復， とりわけ，犯罪者による賠償を通じての被害者が被った
被害の回復，等々である。
世界中での修復的司法に対する近年の関心の増大と，それに連動する刑事司法改革へ
の動きは，刑事司法の主流たる［対審構造による刑事司法］手続きへの不満と，これら
の手続きが犯罪を減少させることに役立っていないこと，また，犯罪によ って影響を受
ける人びとやコミュニティのニーズに答えていなこと，等を反映している。現行刑事司
法への批判者達が指摘しているように， 一般に妥当している法的に合理的な規範と，手
続き上の形式主義を強調する主流たる現行の刑事司法システムは，司法手続きに積極的
に参加することに関心を有している，被害者，犯罪者そしてコミュニティに対する関与
の余地をほとんど残しておらず，また，司法手続きの非人格化 (impersonality)は，刑
事司法にかかわる行為とその帰結を非人間的なものにしている (dehumanise)のであ
る。
このような中で，犯罪者はしばしば，彼が犯した犯罪が与えた真のインパクトを認識
しておらず，また，被害者はたんに被害者のままであり，犯罪者にいかなる判決が下さ
れたにしろ，被害者の視界には入ってこないいずこかの地において，判決に服している
ということを知っているだけなのである。さらにまた，ステイグマとしての刑罰を与え
ることが優先されるならば， ［犯罪者の］社会的な平等の国復，すなわち， 平等な尊重
と尊厳，配慮を受けるという社会的関係は達成されることはできない。というのは，そ
のような処罰は，本質的に，犯罪者を社会の諸閾係から孤立させ，排斥する。そしてそ
のことによ って，社会的な関係の平等性はおろか，その後の関係性を全く消し去ってし
まうのである。このような社会的平等の回復は，犯罪者をつぎのような手続を通じて，
コミュニティに再統合することを推し進めるための実践によ っても っともよく獲得され
ることが可能である，といわれている。すなわち，犯罪によ って影響を受けた人々との
協誂の結果として，またさらには， 平等性を回復するための加害者自身の努力の一部と
して，犯罪者自らが本人の意思で，任意にかかわっていく手続きを通して，コミュニ
ティに再統合することを促進するような実践である。
すでに指摘したように，修復的司法は，過去になされた害悪に対する加害者と被害者
のあいだの平等性を回復することにかかわっている。このことは応報的正義の目的でも
ある。しかしながら，応報的正義は平等の実現を，犯罪に対応する懲罰的実践次第で決
まるものとみている。つまり，まさに平等の回復という理念を，不名誉な処罰を通じて
なされる犯罪者に対する報復と結び付けるのである見
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それに対して修復的司法は，犯罪によ って引き起こされた損害をもと通りにするか，
もしくは最小限にする したがって，社会的平等を回復させるという目的を達成する
―には，当該状況においていかなる実践が望ましいかという問題を最優先させるので
る。これらの実践を認識するためには，犯罪者，被害者と彼らが所属するコミュニティ
が参加する社会的な対話が必要であり，また，回復と癒しのためには各々のニーズを熟
慮することが必要であることが知られている。ジョン・ブライトウエイトはつぎのよう
に指摘している。「犯罪者をいかに害するかを優先するがゆえに，懲罰主義者は受動的
な責任の概念に取りつかれている。したがって，修復主義者がいかに癒しを与えるかを
優先することによって，積極的な責任の概念へのバランスの移動が提示されるのであ
る。」3)
懲罰的司法は，処罰の前提条件として個人の犯罪性を強調することで，過去に起
こったことに対して将来に何がなされるべきなのかではなく， •一休何が起こ っ たのか
ということに焦点を合わせるゆえに，主として過去を志向する司法である。それに対
して，修復的司法は本質的に未来志向の司法である。というのは，たんに責任の所在
を確定することのみならず，犯罪者と被害者のあいだの関係を回復するためには何を
なすことが必要であるかに関心を有しているからである。もちろん，暴力的行為がな
されたという事実が十分に認識されることがなければ，匝復のプロセスははじまらない。
というのは，害悪を修復し，当事者間の関係を回復するためには，何が起こったかを知
らなければならないからである。この限りでは，修復的司法もまた過去を見ているので
はあるが，それはよりよい将来のために関係を変えるという視点を持って過去を見てい
るのである。
修復的司法の要件 (Requirementsof Restorative Justice) 
任意の参加と真実を語ることがあらゆる修復的司法の必須の要件である。話し合いヘ
の参加は，犯罪者か被害者のいずれかに圧力をかけるためにもたらされた恐れや強制，
ごまかしの結果であってはならない。さらに，首尾よい成果を得るためには，起こった
ことに関する語りやその経験を十分かつ真摯に，相互に語り継ぐことが両当事者に認め
られている， ということが前提となっている。とくに重要なことは，何が起こったかを
犯罪者自らが認めることであり，犯罪的な行為や不作為に対する自らの責任を受け入れ
ることである。
このような任意の参加や真実を語ることに加えて，双方の当事者が起こったことに対
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する語りに耳を相互に傾け，反論し，また，各々の感情を表明することが決定的に重要
である。両当事者を面と向かわせることは—双方が抱いているいわば作り話や固定観
念を払拭しつつー一犯罪者にとっては，被害者自身の言葉で被害の経験を聞くことであ
り，また被害者にとっては，犯罪者をいわば顔のない 「犯罪者」としてではなくひとり
の人間として見ることを可能とする。とりわけ，被害者の参加は，より大きな責任の意
識を犯罪者から導き出す。というのは，犯罪者が，犯罪が引き起こした衝繋を再三にわ
たって語る被害者を前にしては，言い繕いをし，殻に閉じこもることなどは困難だから
である。このような状況においては，犯罪者は多くの場合に心からの自責の念を表明す
るが，それは犯罪者が犯罪となる行いを二度と起こさないためには不可欠な第一歩なの
である。
現行の刑事司法における国家と被告人のあいだの力の不均衡のゆえに，国家機関によ
る権力の濫用に対する保護を目的として，被告人に対する手続き上の保護の導入を正当
化してきた。犯罪者は修復的司法の手続きにおいては，もはや強大な国家権力と対抗す
ることはないが，そのプロセスはおおむね非公式の故に，そのプロセスに個人を参加さ
せることを強制するための圧力をかけることや，当事者同士の力の不均衡の存在などを
考慮して，当事者に諸権利を認めるべきことが提案されている。そのような懸念に対処
するためには，参加者の諸権利を保護することを目的とするメカニズムを，修復的司法
の手続きのなかに組み込まなければならない。
手続きに参加すること 自休が任意でなければならないことはすでに強調した。参加が
任意であるためには，当事者が修復的司法の性質と目的を知らされており，また，参加
するか否かを決断するために必要な時間とサポー トが与えられていなければならない。
任意に参加することを決断したならば，つぎには，手続き上における力の不均衡の問題
が検討されなければならない。そのような不均衡は，犯罪が生じる以前から当事者間に
存在した諸関係の結果であるか，あるいは，彼らの社会・経済的地位の相違の結果とい
うこともありうる。この不均衡に対処するひとつの方法は，手続き全体を通じて，当事
者たちと密接な関係を有する人びとによ って，［低い地位に置かれている人々が］十分
に守られているということを確保することである。
その手続きのなかでの行動に関する限り，力の均衡は， 一方では，各自の経験を自由
に語ることの必要性と，他方においては，当事者における一体感と安心感を守ることの
必要性という，これら両者の必要性のあいだの均衡が守られることが求められている。
そして，手続きをすすめるための基本的ルールを定立する役割を当事者に認めるという
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ことが，ここではとくに重要である。というのは，それは各々の当事者に対して権限を
与えているという感情を与え．修復的司法とその目的へのかかわりの度合いを強化する
からである。研究者たちによってすでに指摘されているように，甚本的なルールを定立
するプロセスは「開かれた意見交換と和解にとって有用な雰囲気と状況を生み出す」必
須の「一部」である凡
修復的司法の主唱者が刑事司法の主流に対して提示する主たる批判のひとつが，犯罪
被害者のニーズをしばしば無視している， ということである5)。被害者は，彼らの権利
が保障されているという感覚に裏づけられた．彼らの生活における安心感を取り戻す必
要がある，といわれている。このためには，物心両面にわたる侵害の内容が可能な限り
明確にされ，回復されることが必要である。この点に関しては，加害者が被害者に対し
て謝罪するということが，当該手続きにおいて中心的な役割を果たすということが言及
されなければならない。
謝罪の目的は許しを得ることである。そして謝罪と許しの双方が実現したならば，被
害者と犯罪者は社会的調和を回復させるための，いわば和解の儀式に参加することにな
るのである。ここでは，謝罪ということが追及されるべきゴールであり，被害者の満足
の表現である。そして満足が得られたならば，それは和解のしるしを意味している。レ
ツィンガとシェフがのべるように．謝罪と許しは「象徴的な賠償」に付随しており，修
復的な手続きにとって決定的に重要な要素である。謝罪と許しなくしては，解決への道
にはさまざまな障害が存在することになる。また，いかなる解決に到達してもそれは当
事者の緊張を和らげるものではなく，双方の当事者のあいだには，［解決の在り方や内
容が］専断的であるとか，それらには不満足であるとかの感情を残すのである。した
がって，少なくとも金銭的，物質的な解決と同様に，象徴的な賠償を与えることがきわ
めて重要なのである。実際，そのような象徴的な賠償ということが，修復的司法のプロ
セスをそれ以外の犯罪制禦の形態と区別する重要な要素である見
懲罰等によって犯罪者に害や苦痛を与えることは，通常，犯罪遂行に先立ち，また
直接・間接に犯罪遂行に寄与する事柄と，犯罪遂行によって生じた結果との複雑な複
合物である。犯罪を犯すことによって犯罪者の身に生じる事柄のうちもっとも重大な
ものは，社会から排斥され，社会から逸脱した危険な人物だ， というステイグマであ
る。対等な立場で同胞市民と関係を保つためには，犯罪者が属するコミュニティと和
解しなければならないとするならば．彼らはコミュニティのなかに再統合されなけれ
ばならない。さらにまた，賠償がなされなければならないとすれば，［犯罪者のコ
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ミュニティヘの］再統合は決定的に重要である。というのは，犯罪者が引き起こした損
害に対して賠償をするためには，賠償するのに必要な手段から排除されてはならないか
らである。
損害賠償のための必要条件としてのこのような再統合は，修復的司法のプロセスにお
いてコミュニティに参加し，また，コミュニティ内での日常生活に犯罪者が積極的にか
かわっていくことを妨げるものを排除することによ って促進される。さらにまた，犯罪
に伴う恥辱に直面し，すでになされてしまったことを逆戻りさせるか，あるいはそれに
よって引き起こされた害悪を最小限に抑えようと決心しようとすることを奨励すること
によって，犯罪者は修復的司法のプロセスにおいて重要な役割を与えられているのであ
る。
ここでは，あらゆる修復的司法の手続きにおいて重要な役割を担うと認識されている，
再統合を促す恥辱 (reintegrativeshaming) について若干のべておかなければならない。
再統合を促す恥辱という概念は，ジョン・ブライスウエイトによって1989年に刊行され
た『犯罪．恥辱．および再統合l("Crime, Shame and Reintegration") という刑事法理
論に関する書物において導入されたものである。ブライスウエイトは．汚名を着せるた
めの恥辱 (stigmaticshame) と再統合を促し，尊敬や愛情との結びつきを維持する恥
辱とを概念上区別した。そしてさらに，汚名を着せるための恥辱は統合を妨げる恥辱
(disintegrative shame) と関係している。というのは，犯罪者はいわば堕落のセレモ
ニーのなかで逸脱者あるいは犯罪者としての烙印を押され，その結果，社会からのけ者
扱いされるのである。恥辱は， 「逸脱者」や「前科者」といった犯罪者「特有の顔」
(master status trait) を付与することを含んでいる。このレ ッテルは個人の他のすべて
の個性に優位し，彼らのアイデンテイティを変容させてしまう 。社会でのその役割は恥
辱によって掘り崩されているので．犯罪者にとって逸脱ということは 「変更することが
困難で．逸脱的なサブカルチャのなかでしか身を守れないというライフスタイルとして．
いうならば彼らにとっては合理的な生活方法となる」のである叫
ジェレイ・ジョンストンによれば．「犯罪者を隔絶し，社会から追放することによっ
て，われわれにとって脅威の少ないものにではなく，むしろ．より重大なる脅威となる
ような存在へと追いやっている。われわれは彼らを．コミュニティにと って外敵のよう
な存在となる犯罪集団のサブカルチャーのなかに追いやっている。その結果，われわれ
は彼らによりよい行いをするよう働きかけるチャンスと，さまざまな形態の監瞥やコン
トロールの下に身をゆだねさせるというチャンスを．完全に失っているのである。」8)
- 215 - (431) 
関法第61巻第2号
上で言及した堕落のセレモニーの帰結は，拒絶，堕落，そして排斥である。
しかしながら再統合を促す恥辱は，犯罪者を犯罪行為から遠ざけるという点におい
て，再統合を妨げる恥辱と異なっている。この恥辱の形態は犯罪を悪として分類する
が，他方で，［犯罪者といえども］本質的には善であるとして，犯罪者が固有に有し
ているアイデンテイティを保持しようとするのである。したがって犯罪者は，犯罪者
「特有の顔」を有する者というレッテルをはられはしないのである。犯罪者の再統合
はこのタイプの恥辱を通して実現されうる。つまりその結末は，犯罪者はいったんは
人々から否認されるが，後には，堕落することなく社会へと再度包摂されるというこ
とである。
犯罪を犯した当初において存在していた，犯罪者に対して向けられた否認は，謝罪と
その帰結としてのコミュニティヘの受け入れという態度とともに，ただちに終息する。
したがって，犯罪者が純粋な恥辱の念と自責の念を呼び起こすことに成功するか否かに，
手続きが成功裏に終わるか否かが掛かっていることは明らかである。この点において，
補助的な役割を担う，適切な参加者を選び出すことが決定的に重要である。かりに恥辱
が再統合を促す効果を有するためには，犯罪者がもっとも尊敬する人物によって，彼の
犯罪行為は是認されないということを，犯罪者自身が明確に認識することが必要であ
る9¥
ニュージーランドの少年犯罪における修復的司法会議 (RestorativeJustice Conferenc-
ing for Juvenile Offenders in New Zealand) 
修復的司法の承認にかかわるニュー ジー ランドでの転換点は＿少年犯罪を扱う際に
「家族グループ会議」 ('FamilyGroup Conference'FGC) と呼ばれているニュージ一
ランドのグループ会議を用いることを承認した一ー「児童，少年及び家族に関する法
律」 (Children,Young Persons and Their Families Act) の制定である10)。修復的司法
は少年法においてのみ言及されているわけではないが，家族グループ会議は多くの修復
的司法の原理を組み入れていることは明らかである。とくに，修復的司法の原理はつぎ
のような点に反映されている。すなわち，
(1) 家族グループ会議の手続きに犯罪によって影響を受けたすべての人びとを取り込
むこと；
(2) 犯罪によ って引き起こされた諸問題の解決のために，集合的な決定手続きを強調
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すること；
(3) 犯罪者が自らの犯罪行為に対して責任があることを明確に認識することを目的と
すること；
(4) 犯罪者は彼らのコミュニティに再統合されなければならないということを承認す
ること
等々である。
そして修復的司法のアプローチにおいては．少年法はさらに少年犯罪をコントロール
するための中心は．刑事司法機関ではなくてコミュニティであるということをも認めて
いる。一般に．家族グループ会議はつぎのようなものと明言されている。
(1) 少年の犯罪者が自らの犯罪行為に対して責任があると認める場合にとるべきダイ
ヴァージョンの選択肢の範囲を拡大すること；
(2) 少年とその家族の生活への一方的な国家的介入から．家族と国家のあいだでの協
働に甚づく処遇という原理上の転換；
(3) 文化の違いに応じた手続きと価値観の承認と肯定；
(4) 少年が害を与えた被害者を，少年の処遇に関する結論の決定過程に参加させるこ
と．
などである11)0 
家族グループ会議の招集 (Conveninga Family Group Conference) 
家族グループ会議は警察もしくは少年裁判所の委託を受けた少年司法コーディネータ
によって，以下の 3つの場合に招集される。すなわち，
(1) 少年が犯罪を犯したとされ，逮捕されていないが警察は刑事手続きを取ろうと考
えている場合（これが家族グループ会議を立ち上げるもっとも通常の場合であ
る）；
(2) 少年が逮捕され，少年裁判所に起訴されており，かつ彼らが罪を犯したことを否
認しない場合；
(3) 裁判所が有罪の事実認定をすでに行っている場合，
である12)0 
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家族グループ会議を招集する場合に少年司法コーディネータは，会議の日時，場所，
出席すべき人，用いられる手続きなどについて，少年の家族あるいは家族グループ
(whanau) との協議の上で決めなければならない。コーディネータは関係当事者が有し
ている意向を―可能な限りまた少年法の諸原則に合致する限り―実現することが期
待されている13)。両者の合意が整わない場合にはコーディネータ自身が決定を下さな
ければならない。
少年法は家族グループ会議の招集に関しては厳格な時間枠組みを設けている。逮捕を
伴わない少年犯罪に関して会議が招集される場合には，起訴が検討されている執行機関
の係官からコーディネータが通知を受けてから，少なくとも 3週間以内に招集されなけ
ればならない。少年が犯罪事実を否認し，そのゆえに彼または彼女はヒアリングを中断
して拘束するようにと裁判所が命じている場合には，家族グループ会議は裁判所の命令
から 1週間以内に招集されなければならない。このようなタイムリミットは，国連の児
崖権利条約に表明されている児童の地位，すなわち児童は最後の手段としてのみまた最
短の期間でしか，その自由をはく奪されてはならない， ということを反映しているので
ある。
少年がある犯罪行為によって逮捕され，裁判所に出頭し，公判手続きには入ってはい
ないが拘留されている場合には，少年裁判所はコーディネータに 1週間以内に家族グ
ループ会議の開催を手配するように命じる。少年への起訴事実がすでに少年裁判所にお
いて立証され，家族グループ会議がその犯罪に対する少年処遇を検討するために裁判所
にアプローチすることを考慮する機会を有していない場合には，起訴事実が立証された
その日から 2週間以内に会議が招集されなければならない。少年法は明確には上記の時
間枠組みが，強制的なのかあるいは指示的にすぎないのかについては明示していない。
しかしながら裁判所は，これらの時間枠組みがその法律の理念や目的にとって基本的な
ものゆえに，明確に強制的なものと考えている。さらには，家族グループ会議を完了す
べき時期を定めた異なった制定法上の時間制限も存在する。すなわち，少年が犯罪事実
を否認している場合で，起訴事実の確定を中断して少年を拘束すぺきことを裁判所が命
じた場合，および，少年が逮捕され，すでに少年裁判所に出廷している場合には，家族
グループ会議開催に関するタイムリミットは 1週間である。それ以外のすべての家族グ
ループ会議は招集後 1月以内に完了しなければならない。
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家族グループ会議への参加 (Attendanceat a Family Group Conference) 
少年法251条は家族グループ会議に参加する資格のある人びとの範囲を定めている。
すなわち，
(1) 会議開催の目的とされる子どもあるいは少年；
(2) その子どもあるいは少年を世話している両親，後見人，その他の人びと，もしく
は，その子どもあるいは少年の家族メンバー (whanau); 
(3) 少年司法コーディネータ；
(4) 当該会議が関係する犯罪もしくは申し立てられている犯罪についての手続きに関
する通知者（通常は警察少年保護課 (PoliceYouth Aid) もしくはその他の法執行
機関の代表）；
(5) 当該会議が関係する犯罪もしくは申し立てられている犯罪の被害者もしくは被害
者の代表；
(6) 被害者の支援グループ（彼らの家族のメンバーあ るいは，家族グループ
(whanau)あるいはその他の人びと）；
(7) 子どももしくは少年を代理する弁護士 (barrister,solicitor, advocate) ; 
(8) ソーシャル・ワーカ；
(9) 少年がコミュニティに依拠した判決を受けた場合には，保護監査官 (probation
officer) 
等々である。
参加資格を有する人びとが，実際にも会議に参加しなければならないということはな
いが，少年犯罪者自身がかりに出席しなければ，反抗的態度あるいは非行がもたらした
結果に向き合うことをしないものと見なされるので，参加を拒否することはまれである
（し，それはまちがいなく愚かなことである） 14)。しかしながら，家族グループ会議へ
の少年と家族メンバーの参加はあくまでも任意のものとされている。少年法においては，
会議へのきっちりとした招聘がなされ，そのゆえに会議に参加する機会を有している，
ということで十分であるとされている。参加資格を有している人びとが，会議に参加で
きないけれども彼らがいだいている考えを検討してほしいと望むならば，彼らが参加で
きないことを少年司法コーディネータに通知しなければならない。その場合には，コー
ディネータは彼らの考えを確認し，会議に確実に伝えるということが，コーディネータ
が負っている法的義務である。
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家族グループ会議の手続き (Procedureat a Family Group Conf ere nee) 
すでに指摘したように，家族グループ会議は，自らその会議の進め方や会合の日時，
場所などを選ぶことができる。また適宜，関係者の中の長老や牧師による挨拶あるいは
神への祈りからはじまることもある。そして，少年司法コーディネータが参加者を紹介
するか，あるいは自己紹介するよう依頼する。ついで，少年司法コーディネータは参加
者に，警察当局などがいかなる少年の行いを問題としているのか，また，会議の目的は
何なのかなどを説明する。そしてさらには，彼らがどのような決定を下し，勧告をなし
うるのか，それらを履行するためにいかなる方法があるのか，等々について助言を与え
る。そして警察官などが補足的に，申し立てられている犯罪に関する詳細なる情報を提
供する。
家族グループ会議は，裁判所による起訴事実の認定後に会議が招集されている場合以
外は，少年が当該の犯罪事実を認めるか否かを確認しなければならない。少年が犯罪事
実を認めないか，あるいは家族グループ会談のメンバーが少年から有罪の自白を得るこ
とができない場合には，少年の処遇に関するいかなる決定や計画，勧告もなすことはで
きない。これらの場合には，事件を関係機関に差し戻さなければならない。また，少年
に対して，犯罪を受け入れさせるようないかなる圧力もかけられてはならない。少年が
起訴事実を認めたならば，その少年に関してすでに立証されているか少年自身が認めて
いる過去の犯罪をいかに扱うべきかについて，会議に対してアドヴァイスするか否かは
警官の判断に任されている15)0 
犯した犯罪についての少年の告白に続いて，被害者かその代理人が当該非行によって
引き起こされた衝堅について語ることが求められる。つづいて，全参加者が少年がおこ
なった行為について議論し，どのような対応が適切なのかについて共通の意見を形成す
る。この段階で，会識全体が受け入れることを少年の家族がすすめる場合に適用される
手続きとともに，合意された決定が実行不可能であるばあいに生じてくる諸帰結につい
て，コーディネータが説明する。犯罪少年，その家族もしくはその他の関係者のそれぞ
れが，いかなる処遇計画を作成すべきかについて熟考する。家族が熟考し終えた場合に
少年と家族のメンバーが全体会議に再度加わり，彼らの勧告を提示する。これらの勧告
は被害者と法執行官もしくは少年保護官に手渡される。家族グループ会議で下された決
定は全員一致で，有資格の参加者で現に会議に参加したすべての人びとによって支持さ
れている場合にのみ，拘束力を有するということが承認されている。
合意に達した後に少年司法コーディネータは，家族グループ会議が定式化した決定，
- 220 - (436) 
「ニュージーランドにおける修復的司怯会議一~理論的基礎と実践的意味」および「ニュージーランドにおける法学教育」；け訊と紹介
勧告，そしてさまざまな計画について書面による記録を作成する。その記録の写しはつ
ぎの人びとに配布される。すなわち，
(1) 当該少年；
(2) 両親，後見人，そして少年を世話しているすべての人びと；
(3) 少年の代理人たる弁護士；
(4) 手続きにおいて会識を補足する，犯罪情報に関する情報提供者 （警官か他の法執
行官）；
(5) 犯罪のすべての被害者；
(6) 記録の中で詳細に記述されている，決定，勧告，および計画に直接影需を受ける
他のすべての人びと；
(7) すべての関係する社会サーヴィス機関
などである。
裁判所が会議に対して少年が犯した犯罪事実の立証を命じたかもしくはすでに立証
されているならば，少年司法コーディネータは会議の結論を裁判所に報告しなければ
ならない。家族グループ会議の手続きは完全に特別な扱いがなされ．会議の公開につ
いても，家庭裁判所および少年裁判所の手続きにおいて認められているのと同じ保護が
与えられている。したがって，家族グループ会議の手続きを一般に公表することは違法
であり，会議の結果に関する記録の写しについても上でのべた人びとにのみ配布される
のである。
会議は，柔軟に自ら選択する決定や勧告を出すことができるが，とりわけ，つぎのよ
うな事柄を勧告することができる。
(1) 少年の意思に反して開始されたいかなる手続きであれ，継続もしくは中断すべき
•9 ???
(2) 警察による公式の警告がなされるべきこと；
(3) 少年がケアを必要としていることもしくは要保護宣告のq-i請；
(4) 少年に対して適切なる処罰がなされるべきこと；
(5) 少年はすべての被害者に賠償すべきこと
等々である。
少年法自身は以上の 5つの勧告に明示的には言及しておらず， したがって以上の事項
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は会誠の裁量範囲を限定するものではない。たとえば．会議は以下のような権限を有し
ている。
(1) 犯罪少年に対して被害者に謝罪の手紙を書くべきこと16); 
(2) コミュニティヘの奉仕をなすこと；
(3) 適切なる保護監督の下に置かれるぺきこと17); 
(4) 少年が起訴事実の確定手続きを中断して，施設に拘留中である場合には，会議は，
その拘束に関して勧告をなすことができる；
(5) 起訴事実に関する手続きが開始している場合には，裁判所かあるいはそれに代わ
る機関かのいずれによって，当該少年の処遇を決めるかを裁判所に勧告することが
できる。また，起訴事実が認められているか立証されている場合には，会議は，少
年をいかに処遇すべきかについて，裁判所に勧告することができる。
等々である。
少年法には，家族グループ会議によって作成された決定，勧告，および計画に異議申
し立てるための規定は盛り込まれていない。しかしながら，提案された決定，勧告，お
よび計画に納得できないいかなる参加者も同意を拒否することが可能であるので，同意
を拒否することによって拘束力ある決定に達することを阻止することになる。コーディ
ネータは自らの動談かあるいは 2名もしくは 3名の会誠のメンバーの求めによって，会
議によって生み出された解決方法を見直すために会議を再度招集することもできる。少
年がもとの計画に従わないゆえに会議が再招集されるならば，会議はいかなるものであ
れ新しい計画に合意しなければならない。合意に達することができない場合には，執行
官は彼らが適切であると思う行動をとることができる（たとえば，当該事件と関連する
執行機関か少年裁判所に事件を報告すること）。
家族グループ会譲の決定が意味するもの (Implementationof Family Group Confer-
ence Decisions) 
かりに，処遇や強制などに関して合意された事柄が従われないならば，家族グループ
会議が有する多くの積極的な要素が失われてしまう 。たとえば少年が，謝罪することや
合意された賠償を実行しないこと．また，職業訓練や薬物矯正のコースに参加すること
もしくは家族グループ会議の決定に従って社会奉仕活動に参加すること，等々を実行し
ない場合には，彼らの行いに対して自ら責任あることを少年は明確に認識しなければな
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らないという，修復的司法の必須の求めは無効になってしまう 。さらにそのような場合
には，被害者は裏切られたという感情を抱き， したがって犯罪少年に対して送られる
メッセージは，再度，容易に犯罪が引き起こされるだろう，ということである。
少年によ って引き起こされた犯罪にかかわる家族グループ会議のいかなる合意，決定，
勧告，そして計画をも，執行機関は実行しなければならない，と少年法は規定している。
さらに少年法は．児童，少年，家族サー ビス局 (Departmentof Child, Youth and 
Family Services) の長官は，この部局によっておこなわれる行為を含む，家族グルー
プ会議によって牛み出されたすべての解決方法を有効なものとしなければならないと規
定している。さらにこの規定から，状況に応じて必要かつ適切と思われるサービスや資
源，およびそのような行為や手だてを奨励するような規定が必要となる。
家族グループ会議が少年裁判所の要請で開催されるか，あるいは少年が犯したとされ
る犯罪事実が立証された場合には，会議で作成された計画は，少年裁判所の裁判官がそ
れを受け入れうるか否かを決定するために裁判官に報告されなければならない。通常は
裁判官はその計画を受け入れている。そして少年もその計画を受け入れた場合には，起
訴は取り下げられるかあるいは不起訴となる。少年が同意しない場合には，犯されたと
される犯罪の重大さに応じて少年裁判所裁判官は命令を発する。
この命令は，少年が犯した罪の償いのためにはいかなる事柄を少年が履行しなければ
ならないかを明示するものである。命令は［盗まれたものなどの］返却， 差し押さえ，
賠償，罰金，保護観察，社会奉仕，行動観察，住居の観察，等々を含んでいる。交通事
犯に関しては，少年裁判所は免許の失効を命ずることも可能である。場合によっては裁
判官は少年の事件を地区裁判所に移送することもある。ただし当該事件は，ソーシャル
ワーカが犯罪少年に関する報告書を作成した後にはじめて地区裁判所での公判が可能で
あって，その際には裁判官は適切なる手続きにしたがって裁判をおこなわなければなら
ない。地区裁判所では少年は成人と同じように扱われ，また有罪と認定されるならば，
成人と同じように有罪の判決が下される。
家族グループ会議における法実務家と法律専門家 (LegalActors and Professionals in 
the Family Group Conference) 
家族グループ会議の潜在力は，犯罪少年と被害者，そしてそれぞれの家族に少年処遇
に関する一定の権限と 自己決定権限を付与している，ということに存在する。修復的な
結果を生み出すためには，会議の手続きに参加する専門家が「後見的な」役割を担うこ
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とが不可欠である。しかしながら，家族が自ら計画を作成するための知識と自信がない
場合には，専門家が決定作成手続きを取り仕切るかもしれないという危険性が存在する。
専門家が介入（直接的であれ間接的であれ，また意図的であれ無意識にであれ）によっ
て，少年と被害者，およびそれぞれの家族が，会議を進めるに際しての権限を獲得する
ことを妨げられることもある。したがって，少年司法コーディネータや少年保護官，
ソーシャルワーカや少年の弁護士などの専門家が，修復的司法手続きにおいていかなる
役割を果たしているのかを検討することが必要である。
少年司法コーディネータ (TheYouth Justice Cordinators) 
少年司法コーディネータの任務は家族グループ会議の成否を決定づけるきわめて重要
なものである。少年法の制定直後には，少年司法に対する［修復的司法手続きの導入と
いう］改革的な新しいアプローチは，官僚のあいだでの無関心と惰性によって，無に帰
してしまうこともありうるとの認識があった。そこで，少年司法コーディネータは社会
福祉局 (Departmentof Social Welfare)の外部から採用された―当時は少年司法の
実現に関しては政府機関が責任を有していた。その結果，関係部局の内部から新たな人
材を任命するという方向性が展開してきた。少年司法コーディネータは，現在，児童，
少年，家族サービス局の職員であるが，彼らは自らが勤務している地方のオフィスの運
営にのみ責任を負うのである。このことは，公共サービスの内部においてとは異なる大
きな独立性と自立性を，少年司法コーディネータに与えている。
少年司法コーディネータは制定法上の責任にふさわしい資質と訓練，そして経験に基
づいて任命されるべきことが少年法によって求められている。彼らは，異なった文化や
社会・経済的な背景を出自とする人びとに対応するために必要とされる，技量と資質を
有していることが求められている。また彼らは， ［文化的出自の異なる人々によって構
成される］家族グループ会議を組織し，調整するための文化的差異に関する認識と技羅
を有していなければならない。会識に多くの人びとが参加し，かつ，さまざまな個人間
や利害関係集団間の争いが生じることもある。またその他の必要な技能としては，少年
と対話し，彼らの信頼を得ること，そして，少年たちが表明する意見が，おとなの参加
者の意見によって無に帰されてしまうようなことがおこらないことを保証すること， と
いったさまざまな能力が含まれている。
少年司法コーディネータは，家族グループ会議において少年法の目的と原則が実現さ
れることを確かなものとするという意味において，少年法の目的と原則に対する「後見
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人」と言えばも っともうまく言い表されるだろう 。実務においてはこのことはつぎのよ
うなことを意味している。すなわち，
(1) 少年司法コーディネータは，自分が犯した犯罪に対する責任を少年が明確に認識
することとともに彼らの幸福が促進されることという，双方の事柄を確かなものと
しなければならないということ；
(2) 処遇の決定作成の手続きにおいて少年の家族にも権限が与えられていること；
(3) 必要な場合には，家族には情報が提供されるということ；
(4) 被害者の利益がその手続きにおいて考慮されていること，
等々である。
処遇の決定手続きに自分も参加できるのだという実感を少年が抱く環境を作り出すこ
とで，少年司法コーディネータは，犯罪者の恥辱と再統合の力を秘めだ情緒面でも重要
な意味を有する家族グループ会議を促進することができる。少年司法コーディネータは，
会議で表明されている被害者などの感情をコントロールすることによって，再統合のた
めの恥辱を推進することができる。このことは，悲しみや恥辱という苦痛に満ちた感情
を交わらせ，半面，憤惑や怒りといった攻撃的な感情を転換するということ確固とした
ものとすることに，少年司法コーディネータがかかわっていくことを意味している。ま
た別の次元では少年司法コーディネータは，修復的な帰結を家族グループのために確固
としたものとする手だてともなりうる。処遇の決定手続きが家族のコントロール下にあ
ることを確固としたものにすることによって，少年司法コーディネータは家族の将来の
幸福のために家族に権限を与え，力を大きくするために家族グループ会談の潜在力を最
大限にすることができるのである18)0 
少年の弁護士 (TheCounsel for the Young Person) 
少年の弁護士 (counsel) もまた，家族グループ会議の修復的な結果に影響を及ぼす
ことが可能である。弁護士の責任は， もちろん，少年の法的権利を擁護することを含ん
でいるが，家族グループ会議が修復的な事柄に力点をおいていること，および，会議の
機能に関する制定法上のねらいは，弁護士が対審構造に依拠する裁判のための代理人と
ならないように導くことである。少年の弁護±ほかりに，対審的な方法，たとえば専
門家同士での詳細なる協議のために依頼者を排除しようとしたり，また，裁判所が受け
入れうるであろう最低ラインの解決方法をアドヴ ァイスしたりするならば，家族グルー
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プ会議の修復的な潜在力を摘み取ってしまうであろう 19)。弁護士が依頼人を排除する
ことに成功するならば，このことは少年やその家族，そして被害者にとってマイナスの
効果を有することになる。少年は自らの責任を回避し，自分の行いを否定もしくは最小
のものとし続け，そして，自らの態度を変える機会を喪失してしまうのである。また家
族も，少年が犯した犯罪に対して責任をとる機会を逸し，将来における同様な問題をど
のように扱うのかを学ぶすべを失う 。被害者もまた，自ら癒され，力を与えられる修服
的なプロセスに参加することを阻止されることで苦痛を受け， したがって，感情的な面
での回復感を得ることが困難である。
他方において，弁護士は家族グループ会議の諸目的に焦点を合わせることで，少年の
幸福促進に関して中心的な役割を果たすことが可能である。彼らは家族グループ会議と
少年が会議において直面するかもしれない感情的攻撃について，あらかじめ情報を与え
ることで少年に会議に参加するための準備をさせることが可能である。このようにして，
弁護士はその依頼人の将来の幸福に積極的に資することができるのである20)。
少年保護官とソーシャルワーカ (TheYouth Aid Officer and the Social Worker) 
少年保護官（と，参加している場合にはソーシャルワーカ）は，家族グループ会議
における修復的な価値に対して一定の影響を与えることができる。少年保護官は家族
グループ会議で提起された計画に対して拒否権を有しており，裁判所で受け入れられ
やすいタイプの内容を熟知している。したがって，少年保護官が決定作成プロセスに
おいて，家族に影響を与えるような方向で権限を行使することができる，という危険性
がある。このことは，潜在的な関係性を拡大するためのテクニックとして，少年やその
両親，そしてより広くコミュニティに対してネガティブな効果を有している。同じよう
に， ソーシャルワーカが家族グループ会議において「専門家」の役割を担うという危険
性も存在する。このような役割は，少年とその家族に権限を与えるという会議の潜在カ
を掘り崩すかもしれない。他方において， ソーシャルワーカは少年に対するケアと必要
な保護を明確にすることによって，少年の福祉にとって決定的な役割を果たすことがで
きる。
家族グループ会議の評価 (Assesingthe Effects of the Family Group Conferencing) 
家族グループ会議は司法と社会福祉の中間に位置し，少年司法に対するきわめて新し
いアプローチを下支えしている。それは少年や被害者，彼らの家族にとって重要な結果
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を有している21)。
犯罪少年と家族グループ会譲 (YoungOffenders and the Family Group Conference) 
犯罪少年に対して家族グループ会議が有すべきと考えられた諸々の効果は，少年法に
よって規定された諸原理から導かれている。これらの原理は少年司法の枠組みにおいて，
犯罪を犯した少年が自らの責任を自覚することと少年自身の福祉を実現すること，とい
う双方の目的を支持している。第4条(f)項はつぎのように規定している。
この法律の目的は，つぎのことによって児童，少年，そして彼らの家族および家族
グループの福祉を促進することにある。……(f)児童もしくは少年が犯罪を犯した場
合に，い）彼らの行動に関して，自らが説明し，責任を受け入れることを促進する
こと，および (i)[更生等のためにははたして］何が必要なのかを自ら認識し，彼
らに，［社会に対して］責任を負い，有益で，社会に受け入れられるような人物と
なるような機会を与えるように，彼らが処遇されることを確かなものとすることに
よってである。
犯した犯罪に対する責任を自覚させることと福祉的目的の両者を混ぜ合わせることに
よって．家族会議は少年の人生においていわば癒し的な機関として機能しうる，大きな
潜在能力を有することができる。責任の自覚を強調することは，少年たちが批判的に自
らの行動を評価し，自らの責任を受け入れ，そして，それらを認識した上で自己を変革
することを学び，推し進め，その実現を促進することで，少年たちの成長を後押しする
のである22)。少年がはたして何を必要としているのかを確定し．提供することは，修
復的司法の主たる目的である。そしてこのことは，家族グループ会議において，おもに
会議の計画を作成するに際して犯罪者とその家族がかかわることを通じて実現されてい
る。
処遇の決定の作成過程に犯罪者自身が積極的にかかわることは犯罪者にとって有益で
あるという確信は，社会科学的研究によ って裏づけられている。すなわちその研究は，
人びとは生活そのものや生活に影響を及ぼす決定を自らがコントロールしている場合に
は，より積極的にかかわっていくということを明らかにしているのである。それでは，
はたして犯罪少年はどの程度家族グループ会議に現実に参加しているのであろうか。
残念ながら， 一般に少年は家族グループ会議の決定作成プロセスに，部分的にかかわ
るにすぎないか，あるいはまったく関わらないかのいずれかであることを，調査結果は
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示している。マックスエルとモリスの研究によると，インタヴューを受けた 3分の 1の
少年は家族会グループ会議にかかわっていると感じているが， 5分の 1足らずの少年が，
会議で形成された決定の当事者であったと感じているにすぎないことが明らかとなっ
た23)。ただし，参加の度合いがこのように低いとしてもそれは従来の裁判所主導の
システムにおける少年の参加の度合いをはるかに超えてはいる。しかしながら，家族グ
ループ会議における一般的な参加の低調さは，責任の自覚と福社目的の双方の獲得に
とって重大なるマイナス効果を有しているゆえに，大きな欠陥と見られている。した
がって研究者たちは，家族グループ会議への少年の参加を積極的に奨励することの必要
性にしばしば注目している。たとえば，会議が少年に対して何をもたらしたのかを彼ら
自身の言業で語る機会が設けられるならば，会議への少年の参加は促進されるだろう。
このことは，たんに法執行官や少年司法コーディネータによってのべられているように，
少年が犯罪に対する自らの責任を認めるか，あるいは否認するかのいずれかであるにす
ぎないということよりも，より好ましいことである24¥
それと関連して，会議への少年の参加と少年への権限付与は，再統合を促す恥辱の形
式ー一それは更生に導く好ましい結果をもたらすものと認識されている一ーの成功に
とって，重要な要素であることが注目されねばならない。再統合を促す恥辱は会議の成
功にとっては中心的なもので，犯罪者と被害者の双方を癒すことができるということを
専門家は認めている。再犯をおさえるという家族グループ会議の諸側面に言及しつつ，
少年と両親へのインタビューは， 自責の念と恥辱の双方が重要であることを明らかにし
ている。家族グループ会議の結果として多くの少年が感じる自責の念は，犯罪者の態度
を改めることに貢献するものと見られていた。インタビューを受けた人々は，また，汚
名を着せられているとか，悪人であると感じないようにすることが重要である，ともコ
メントしている。この研究は，修復的司法と再統合を促す恥辱のいずれの哲学をも支持
しているように思われる。個人の犯罪行動への反応は犯罪者の福祉とともに再犯傾向に
もインパクトを与えているのである25)0 
しかしながら，再統合を促す恥辱に関してはなお，実践上，いくつかの疑問が存在
する。研究者が指摘しているように，かりに犯罪者の行為が不釣り合いな恥辱を生み
出すとすれば，彼らは自らを恥辱に満ちた人間であるという感情を抱く危険性があ
る26)。それと関連して，モリスは，意図と効果との重要な相違について注意を払って
いる。会議の参加者は良き意固を有していてもその行為に対して恥辱を与えられる
人が，その恥辱が再統合を促進するのか否かを最終的に決するのである27)。犯罪者へ
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のこのような効果は，家族グループ会議の性質と機能によって影響を受けている。犯
罪者をも含むより広いコミュニイテの諸々の人々が会議に参加しないならば，犯罪者
に貼られたまさに犯罪者としての否定的な「特有の顔」はなお残っているのである。
この問題は，家族グループ会議がそのような否定的なレッテルに有効に対抗するよう
に犯罪者を手助けする手段を有している場合に，解決されるだろう 。学びとるべきそ
のような要素によって，少年の福祉の増進という制定法上のH的を実現することがで
きるのである。
以上のような懸念が存在するにもかかわらず とりわけ，近年の研究によって支持
されているがゆえに 家族グループ会議における，再統合を促すための恥辱が有する
潜在的な価値を無視することはできない。家族グループ会議が有する積極的な側面は，
再統合を促すための恥辱という観点からはきわめて重要である。ブライスウエイトが指
摘しているように，家族という単位は，再統合を促すための恥辱の潜在力を認識するた
めにはうってつけの話し合いの場である28)。家族が中心であるということは，家族は
しばしば，共同体主義と個々の人々における相互依存にとって必須の特徴を示している，
という事実と結びついている。家族のこのような特徴は，個々人のあいだでの犯罪に対
する抑止力にとって不可欠の基礎となる，個人が有すべき義務意識を呼び起こさせる。
再統合を促すための恥辱をもたらす場合における家族の優位性は，犯罪者を再統合させ
る責任を負うべき中心となる社会的ユニットとして，家族がもっとも適した存在である
という観察とも関係づけられている。
ニュージーランドの少年司法における家族グループ会議モデルは，ブライスウエイト
の再統合を促すための恥辱の理論に13J=1示的に依拠しているということはできないのでは
あるが，その構造的な諸特徴は類似の考えを表明している29)。家族グループ会議はつ
ぎの 2つの形で，司法プロセスに再統合を促すための恥辱を復活させた， と研究者は指
摘している。すなわち，第 1に，被害者を訴訟に組み入れることは，犯罪者の恥辱に連
動すること。第2に，少年の家族の参加は再統合と連動すること，である。被害者が少
年の犯罪によって被った精神的，物質的な害悪について少年と対話するならば，少年も
その家族も恥辱を経験することができる。犯罪行為によって引き起こされた害悪を癒し，
その行為の原因に対処することに焦点を合わせた計画を作成することによって，家族グ
ループ会議の中で再統合が達成される。そ してその計画に合意することによって，少年
は恥辱を与えられた行為から自らを引き離すと考えられるのである。
家族グループ会議モデルは，伝統的な司法や犯罪抑止の観念とは異なっていると思わ
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れる，再統合を促す恥辱のような諸々のテクニ ックを活用しているが，制定法上の枠組
みにおいては，家族グループ会識をより広範なる刑事司法システムのなかに位置づける
ことを強調している。このことは，刑事司法システム全体を支配している，公平性と適
正手続の諸要求を満たさねばならないことを意味している。少年法には，少年の権利保
護を目的とするさまざまな規定が存在してる。第 1の手続き上のセーフテイガードは，
少年は法廷において無罪を主張する，また，公平なる尋問を受けることを保証する適正
手続上の権利を保持していることである。すでに指摘したように，家族グループ会議は
少年が犯行に同意するか否定しないか，あるいは，すでに少年裁判所によって有罪が確
定している場合にのみ開かれるのである。第 2の手続き上のセーフテイガードは，家族
グループ会議に参加する少年は法定代理人を依頼し，助言を受ける権利を与えられてい
ることである。
しかしながら，制定法上のこれらの規定が存在するにもかかわらず，少年は彼らの適
正手続上の権利を，実際には必ずしも常に受けているわけではないということが調壺結
果によって明らかにされている30)。第 1の懸念は，法律に関する助言と代理へのアク
セスが十分でないということである。少年の多くは法律に関する助言と代理の利益を享
受しないままに処遇されている， ということを調査結果は示している。その点はとくに，
少年が自らの罪を認め，そして，そのように認めたことの諸結果を受け入れるのか否か
について，法的助言を受ける機会のない家族グループ会議—――その点において法廷とは
異なっている一ーにおいては問題である。第2の懸念は，このような法律に関する助言
と代理の欠如から生じるもので，犯罪を犯したことを認めたうえで会議に参加するよう
に，少年にしばしばかけられるプレッシャーに関係している31)0 
少年の権利保護が十分ではないというこのような事実は，家族グループ会議が制定
法上の諸目的のすぺてを満たしているわけではないということを示唆している。少年
はそのような承認が，実際に生じることについての彼らの理解を現実には反映してい
ないにもかかわらず，十分法的な助言を受けることなく，警察あるいは彼らの家族か
ら承認するように圧力をかけられることもある。このような適正手続上の権利を否定
することによ って，その制度と少年，そしてその家族のあいだの関係を掘り崩す傾向
がある。つまり，制度への信頼を喪失するという帰結を生み出すのである。そしてこ
のような信頼の喪失は，家族グループ会議が，少年とその家族にとっての積極的な癒
しの機関として機能することを妨げる。他方において，家族グループ会議が少年の制
定法上の権利を尊重する場合には，会議は制定法上の目的をより多く実現し，また，
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少年の情緒の上での幸福に対する良きインパクトを会議が与えることがより可能とな
る。
被害者と家族グループ会譲 (Victimsand the Family Group Conference) 
新しい体制における被害者の位置づけは，少年法の修復的な特徴を顕著にあらわして
いる。第208条(g)項は，「児童もしくは少年によって引き起こされた犯罪を扱うためのす
ペての手段は，その犯罪の被害者の利益に適切に配慮しなければならない」という原則
を規定している。
被害者の役割は，刑事司法の主流においては，裁判手続での訴追のための証拠という
役割（しばしばトラウマを伴う可能性を秘め，かつ権限も与えられていない役割）以上
のものではないが，修復的モデルにおいては被害者の役割は司法手続きの中核を占めて
いる32)。手続きのなかに被害者を組み込むことによって，修復的モデルは被害者が癒
しを求めるに際して被害者自身に権限を付与しようとする。このような文脈においては，
癒しは3つの側面を有していると考えられている。第 1は，なぜこのようなことが生じ
たのかといったような疑問に答えようとすること。第2は，諸々の感情を表明しまた確
認する機会を得ること。そして第 3に，物質的な損失に対する賠償を得ること。ゼール
によれば，被害者が解決のために権限を与えられるときにもっとも癒しが得られるので
あるが，それは， 「正義を経験すること」の必要性を満たすための手続きに被害者がか
かわることを意味する。この点において，司法手続きに対する個人の満足は，尊敬と尊
厳を伴う扱いを受け， 言い分を聞いてもらい，語り，参加する機会を得ることほどには，
現実的な帰結には依存していないといわれている33)。家族グループ会議はより多くの
参加と権限付与の機会を与えることによって，被害者にとっての積極的な効果をもたら
さなければならないことを理論は示唆しているが，家族グループ会議が実際にこれらの
結果をどの程度達成しているのかを考察することが必要である。
被害者への権限付与が被害者の参加と結びつけられている限りにおいて，研究対象と
なった家族グループ会議のわずか半分程度でしか被害者が参加しているにすぎないとい
うことが，調査結果によって明らかにされている34)。参加した被害者のうちでおおむ
ね3分の 2の人びとが，参加には意味があり有益な経験であるとし，参加した結果気分
が良くなったとのべている。家族グループ会談の結果に関しては，被害者のおよそ半分
の人びとが満足感を表明している35)。これらの統計結果は，家族グループ会誠での被
害者の満足度と権限付与について大いに改良の余地が存在することを示しているが，同
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時にそれらは，その手続きが被害者にと って積極的な結果を生み出していることをも示
しているのである。被害者に対するインタビューでのコメントは，家族会議において参
加することの癒し効果の潜在力を明確に示している。
参加の効能として共通して言及されることがらには，その人の意見を聞いてもらうこ
とが有用であるということを常に含んでいる。そして犯罪者と面会することによって，
被害者の怒りや感情を直接に表明し，犯罪者の態度を評価し，なぜ犯罪が生じたのかを
理解するというような意義が存在する。さらにまた研究者は，被害者がいだく不満に関
連するいくつかのファクターを明確にしている。すなわち，被害者への継続的な情報提
供をおこたること，十分な参加の欠如，会議の結果への十分な監視の欠如，等である。
これらのファクターは，会議に先立って被害者に情報提供するためにより入念な準備と
措置をおこなうことで，家族グループ会議への被害者の満足度を増大させることができ
るということを示唆している36)。とりわけ，会議の手続きと被害者が経験する感情の
範囲の双方にわたって，被害者へ情報提供することが彼らの幸福を増進する，というこ
とが研究によ って明らかとなっている。そのような情報が与えられない場合には，被害
者によっては，会議に参加することで再度被害を受けたと感じるかもしれないという危
険性が存在する37¥
家族会譲および家族グループ会議 (TheFamily and Family Group Conference) 
少年司法の休制の下に家族を組み込み，かつ権限を付与するということは，これま
でのシステムにおいて採用されていたアプローチとは顕著な相違がある。これまでの
システムが有しているパターナリズムは，家族のさまざまな欠陥が少年犯罪の根幹に
あるという考えに導かれていた。家族は，その一員たる少年の責任を負ってやること
はできないと見られていた。 トリス・スチュワードが指摘するように，家族は，
「ソーシャルワーカの報告書においては， しばしば否定的に言及され，また，十分な
情報を与えられておらず，ほとんど顧みられないままに，犯罪を犯した子どもたちの
ためになるような結論を生み出すことに寄与するだけの権限を有していないものとし
て描かれて」いた38)。さらに，これまでのシステムは，家族を家族と子どもがはなれ
てくらしているゆえに居住地ごとに分割していた。このことはとくに，犯罪少年のか
なりを占めるマオリと太平洋諸島出身の家族やコミュニティに否定的なインパクトを
有していた。このような，ますます増大する国家介入を通じての家族のたえざる崩壊
は， 一般的な不満を引き起こした。少年法の導入はこれらの懸念を解消しようとする
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試みなのである。
少年法は，少年が犯した犯罪と向き合い対処する責任を家族に与えることで，家族の
権限を強化するという意図を明確に示している。家族の役割強化が有する修復的な潜在
力は，犯罪に対処すぺき彼らの責任においてのみならず，もっとも重要なことは家族を
それ自身貴重なユニットとしてその権限を強化するという立法者の目的のなかに存在す
る。少年司法の中核をなす原則のひとつが第208条(c)項にのべられている。
児童もしくは少年によって侵された犯罪を扱うためのいかなる手段も，つぎのこと
を意圏してなされなければならない。すなわち， （り当該児菫もしくは少年の，家
族， whanau,hapu, iwiおよび家族グループの権限を強化すること，および， (ii)家
族， whanau,hapu, iwiおよび家族グループの，彼らの児童もしくは少年が犯した
犯罪を扱うための自らの手段を発展させるための能力を促進すること，である。
家族グループ会議への家族の参加は 2つの積極的な付随的効果を有している。第 1
は，少年が自ら犯した犯罪への責任を自覚し，説明することができるように少年を援
助することができる。そして第 2に，家族自身の幸福のために家族の権限を強化する
ことを助けることができる。家族グループ会議の手続きは，犯罪を犯すという行動の
本質と原因を家族が理解し，そして少年を手助けする機会をあたえる。大家族は核家
族内における犯罪に関係する諸問題について学び，そして，そのことによってそれら
の弱点をただすために助力することができる。さらにその手続きは，対話と協同，監
督および権威の適切なる行使を通じて，よりうまく家族が機能することをもたらすこ
とも可能である。長期的には，このことはさらなる国家介入の必要性を減少させるこ
とによって，家族の幸福と自立性を強化することもできる39)。同様に，家族グループ
会議の手続きはより広いコミュニティの幸福をも潜在的に促進することが可能である。
家族グループ会議を，少年の教師やコーチといった家族外の人びとが招集するならば，
犯罪少年に関して抱かれる固定観念化された根拠のない恐れを減少させることによっ
て，その手続きはコミュニティ全体の権限強化と癒しに貢献することもできる40)。よ
り広いコミュニティを包含し，権限を強化することによって，家族グループ会議は犯
罪に対抗しうる，安全で強いコミュニティの建設のための必須の要素となることも可
能なのである。
家族の権限強化のための必要条件は，家族が実際に家族グループ会議に参加するこ
とである。マッ クスエルとモリスの調査によって明らかとなった事実は，家族グルー
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プ会議への両親の参加は少年の参加の度合いよりも相当高いということである。たと
えば， 3分の 2以上の両親が，彼らはその手続きに関与していると感じ，また，ほぼ
3分の 2の両親は当該決定の当事者であると感じている41)。両親の参加の度合いが高
いにもかかわらず，大家族 (widerfamily) はしばしば家族グループ会議にかかわら
ないということが，調査によって示されているということに言及しておくことが重要
である42)。
家族ゲループ会議は，家族グループにとって有益な機関として行為する大きな潜在
的能力を有している。この潜在的な力はさまざまな方法で現実化し，最大化すること
が可能である。第 1に，少年司法コーディネータは犯罪少年と関係のある拡大家族グ
ループ，すなわち whanauの参加を奨励することができる。彼らの関与と参加は核家
族の権限強化の一助となる一方で，コミュニティの幸福をも増大させる。第 2に，家
族の権限強化は，社会サービスやプログラム，施設へのアクセスに関するような情報
や知識，資源などについての取り組みを改良することによって，最大化されることが
可能である。これらの変化が実際上も十分に実行されたならば，家族グループ会議は
家族とその少年たちの生活において，有益な機関としての潜在力をさらに極大化する
ことが可能である。
結論 (Conclusion)
修復的司法の諸原理と明確に定義された制定法上の諸目的を融合させることによっ
て，ニュージーランドの家族グループ会談は．伝統的な司法と適正手続きの諸価値と
ならんで，福祉目的とを結び付けるような法システムがいかにして可能であるか， と
いうことに関するひとつの事例を提供している。家族グループ会議は，犯罪少年に対
して自らのおこなった行為について真摯に説明させるための潜在力を有しているが，
それは少年の態度を変えるためのカギとなる要因である。被害者は，修復的な側面に
着目する家族グループ会誠の手続きから便宜を得ており，また多くの事例において気
持ちの上での癒しを経験している。そして，家族が有している少年の将来の幸福に
とっての重要性を認識する手続きは，より広範なコミュニティをも強化することがで
きる。これらの諸帰結は，犯罪抑止のメカニズムとしての家族グループ会議のダイナ
ミックスヘの信頼感をももたらす。ニ ュージーランドモデルに依拠した修復的司法は
世界中のいくつかの国々において現に機能しており，このアプローチが犯罪や非行の
原因や効果に対処するために提供する潜在力は，追求する価値があることはすでに示
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されてきている。
［翻訳資料］
ニュージーランドの修復的司法に関する研究
過去30年の間に， 「修復的司法」として知られる犯罪に対する新たな対応の在り方
が広まってきている。このアプローチでは，以下の諸点，すなわち，犯罪は第一次的
には被害者と加害者，コミュニティ間の関係に対する侵害であること；司法手続の主
たる目的は，被害者が被った被害を明らかにしつつ，侵害行為によって影響を受けた
人々の間での和解をもたらすこと；そのためには，犯罪者と被害者それぞれの側での
積極的な努力とコミュニティによる責任の引き受けが必要であること，などに特に着
目している。
近年，修復的司法の実践としては，コミュニティにおける「グループ会議」が関心を
引いている。そして，「家族グループ会議」 (FamilyGroup Conference)と呼ばれてい
るニュージーランドのグループ会議は，ニュー ジーランド人口（約400万人）の約 1割
を占める先住民たるマオリの人びとの伝統的な文化的諸価値にも配慮している。
本報告では，ニュー ジーランドにおける家族グループ会議の機能について，より広範
な修復的司法に関する哲学的な側面にも関係づけて分析するとともに，少年犯罪とかか
わる諸問題に目配りしつつ，グループ会議システムの役割を検討する。
日 時 平成23年2月16日 （水） 13 : 30-15 : 30 
場所 児島惟謙館 1階第 1会談室
報 告 ジョージ・ムスラキス （オー クラ ンド大学 法学部准教授・ 法学研究所招へい研究員）
通訳・ 司会 角田猛之（関西大学アジア法文化研究班主幹・法学部教授）
●講演は英語で行われます。 ●聴講自由 多数のご来場を歓迎いたします。
●問合せ先 関西大学研究所事務室 〒564-8680吹田市山手 3-3-35
主 催 関西大 学法 学研究所
The Institute of Legal Studies, Kansai University 
また．当日の研究会にてプリ ントアウトして配布され． パワーポイントにて使用さ
れた．資料を以下に掲げておく 。
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RESTORATIVE JIUSTICE 
C01NFERENONG IIN NEW 
ZEALAND 
George Mousourakis 
University of Auckla心
New Zealand 
RESTORATIVE JUSTICE: 
a process whereby al parties with a stake in a criminal 
offence (offenders, victims and communities 
concerned) come together to negotiate and resolve the 
aftermath of the criminal act with an emphasis on 
repairing the harm from that act and on putting things 
as right as possible. 
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Restorative Justice 
Central Beliefs: 
• Crime results in injury to victims, offenders and 
communities; 
• Not only state organs, but victims, offenders and 
communities should be actively involved in the justice 
process; 
• In promoting justice, the state should be responsible for 
maintaining order, and the community should be 
responsible for securing peace. 
Restorative Justice 
Intended Outcomes: 
• Denunciation of the crime; 
• Reform or rehabilitation of offenders; 
• Prevention of crime through the promotion of the 
role of the community; 
• Restoration of well-being of those affected by the 
offence. 
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Restorative Justice: Basic Elements 
• Willingness to participate 
• Truth telling 
• Parties must play a part in setting the ground 
rules governing the RJ process 
• Parties must be adequately supported 
throughout RJ process 
• Apology and forgiveness 
• Reintegrative shaming 
Labeling and Symbolic Interaction Theory 
Symbolic interaction theory: states that reality is 
to a large degree defined by shared social 
symbols. When enough people agree that a 
certain idea is true then it'becomes'true and is 
understood as「eal.
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Family Group Conference attended by: 
• Young offender 
• Parent, gua「diano「otherpe「sonwho has care of young person, o「
a member of the family of young person 
• Youth justice coordinator 
• Law enforcement agent 
• Victim or epresentative of victim 
• Victim's support group (family or any other persons) 
• Lawyer representing young offender 
• Social wo「ker
• Probation officer (young pe「sonis subject to community-based 
sentence) 
一
- 240 - (456) 
「ニュージーランドにおける修復的司怯会設一~理論的基礎と実践的意味」および「ニュージーランドにおける法学教育」；翡誤と紹介
Fa m11~Group Co呻 rencecan reeommend如
• any proc細 dingscomm,e need against offender 
should progress or discontinue 
• a formal poUce ca u廿onshould凶 i蕊 ued
• an application fo1 a declar紺ionth叫 thayoung 
rson re(lui res care or protection sh叩 Id
nrtiat&d 
• a!ppropr旧tepe,nel廿esshould be imp芯edon the 
young pe『son
• lhe you1ng person should make r叩arationto 
VI叫m
己記eCoordl虚 tor
YJC is the・ 「guardian・ofthe CY PF A's objeclirve 
and pninclpl es, ens,uri rig that threy are ach1ev ed ,n 
the FGC process 
Must have organizabonal skills and the ,persona1 
qua'lili紐 nee蛉筵ryto Interact Yvith p的 p11efrom 
d『rtererntcultural and soc:I o-econom le 
畑ckgrounds.
- 241 - (457) 
関法第61巻第2号
The C-01unsef1 for the Young O伽 nder
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Young Offenders and the Family Group Conference 
The blending of accountability and welfare 
objectives has enormous potential for the FGC to 
operate as a healing agent in a young person's life. 
An emphasis on accountability enhances a young 
person's development by encouraging him or her to 
critically evaluate behaviour, to assume 
responsibility for his or her life, to learn and grow, 
and achieve cognitive self-change. 
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Crime Victims and the Family Group Conference 
By involving the victim in the process, the restorative 
model seeks to empower the victim in his or her 
search for healing. The provision of information to 
victims about both the procedure and the range of 
emotions they may experience would enhance their 
well-being. 
R紐 0 .JustJc. Confen;nc.e und釘 lhもCVPi
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clear~'/ defined startulory objectrv⇔, Famlly 
G「oup C onferencl ng in N紐 Zealandoffe~an 
exam pie of hOY汎 ispossible to have a圏i・a
system that i nooJiporat,es碑胆reobjecUv; 斡
alongside traditional」u改iceaod1 due p『ocess
valu邸 ．
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［原注］
1) M. S. Umbreit, R. B. Coates and B. Vos, The Impact of Restorative Justice 
Conferencing: A Review of 63 Empirical Studies in 5 Countries, Center for Res-
torative Justice and Peacemaking, University of Minnesota, 2002, 1. 
2) ここではつぎの 2つの刑罰に関する理論の相違に言及しておく必要がある。すな
わち．犯罪者の処罰は，犯罪を犯したが故に必要とされるということを前提とする
刑罰理論と， 一般予防および個別予防と犯罪者の更生の概念をめぐって提起され，
手段としての処罰の正当化を提示する理論である。批判者も，犯罪抑止と更生は望
ましい目的であることは認めるが， しかしながら，その目的は処罰によって（ある
いは，処罰のみによっては）達せられないと主張する。処罰実践をこれらの根拠に
よって正当化しえないゆえに，多くの刑事司法の理論家は，懲罰の必須の要件とし
て，刑罰をまさに当然の報いと考えることで処罰を擁護することを求めてきている。
応報主義は処罰の擁護者として機能する。というのは，処罰行為が犯罪行為から人
びとを守るか否かとはかかわりなく，犯罪者が処罰に値するがゆえに彼らを処罰す
ることは道徳的に正しいのだ． とコミュニティのメンバーは主張できるからである。
道具主義的な処罰の正当化から懲罰主義的な正当化への移行は，犯罪抑止や更生と
いう名のもとに生ずる不正義 すなわち．犯罪者が無制限に刑務所に放り込まれ
たり，あるいは，均衡の原則に反して，比較的に軽い犯罪に対して，不当に長く刑
務所に拘束されたりすること一ーを避けたいという願望によっても動機づけられて
きた。応報の考えと密接に結びついている後者の原理は個々の犯罪がもつ重大性
と，その犯罪者に科される処罰の厳しさとのあいだの均衡が必要であるとする。し
かしながら，懲罰的な正義を，抽象的な 'eveningof scores'にかかわるものにすぎ
ないと考えることはあまりにも単純である。その基礎には，懲罰的正義は，社会的
な平等性，すなわち，犯罪者に対してしかるべき報いを与えることによって，犯罪
者と被害者を平等にする，ということがかかわっているのである。応報の哲学的な
正当化は必然的に社会的なものであり，国家の処罰権は市民が観念上同意したとさ
れる社会契約の考え（いわゆる「契約理論」）によって導かれるのである。現代の
応報主義者の理論に対する批判的見解については， J.Braithwaite and P. Pettit, 
Not Just Deserts: A Republican Theory of Criminal Justice, Oxford, Clarendon 
Press, 1990. を参照。
3) J. Braithwaite, Restorative Justice and Responsive Regulation, Oxford, Oxford 
University Press, 2002, 129. 
4) M. Chupp,'Reconciliation Procedures and Rationale', in M. Wright and B. Gal-
away (eds), Mediation and Criminal Justice: Victims, Offenders and Community, 
Newbury Park, Sage Publications, 1989, 63. 参照。
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5) デヴィッド・カーリーが指摘しているように，「近代の刑事司法は．被害者の満
足よりも国家の権限強化と組織化を強調している。」 TheExpanding Prison : The 
Crisis in Crime and Punishment and the Search for Alternatives, Cleveland, OH, 
Pilgrim Press, 1998, 217. 参照。
6) S. Retzinger and T. Scheff, "Strategy for Community Conferences : Emotions 
and the Social Bonds", in B. Galaway and J. Hudson (eds) Restorative Justice: In-
ternational Perspectives, Monsey NY, Criminal Justice Press, 1996, 317. 
7) J. Braithwaite, Crime, Shame and Reintegration, Cambridge: Cambridge Uni-
versity Press, 1989, 18参照。いわゆる「ラベリング理論」の多くは，象徴の解釈
理論として知られる社会学的な視点から生み出されている。象徴理論は，現実は，
かなりの程度共有されている社会的象徴によって定義されている，とする。かなり
の人びとが，ある考えは事実であると認めるならば，それは事実と「なり」．現実
として理解されるのである。ある人物が罪を犯し，犯罪者とされたならば，社会は
その人物に対して犯罪者として反応するのである。翻って，このことは，彼に対し
て犯罪者として行動するように要求する。ラペリング理論の主張は，経験科学的な
諸研究によってその一部のみが支持されたにすぎないが，さまざまな理由から研究
者によって批判されてきている。それにもかかわらず，その理論は，刑事司法手続
きにおいて，いわゆる「ダイヴァージョン」を提供するプログラムの導入において
一定の役割を果たしている。というのは，ダイヴァージョンは，ラベリングと社会
的な恥辱を排除し， したがって，矯正と再統合を促すからである。
8) G. Johnstone, Restorative Justice: Ideas, Values Debates, Devon, Willan Pub-
lishing 2002, 13. 
9) ブライスウエイトの言葉を用いるならば，「被害者にとっての犯罪の諸帰結（あ
るいは犯罪者の家族にとっての諸帰結）に関する識論は，恥辱を［修復的な司法に
おける］会議の中に取り込むのである。愛情と尊敬をもって築かれたもっとも強固
な関係を犯罪者と有している人びとによるサポートが，再統合の要素を組み込む。
われわれの心情にもっともうまく訴えることのできるのは，警察や裁判官，新聞に
よってもたらされる恥辱ではなく，われわれが尊敬し信頼している人びとによって
提示される恥辱である。」RestorativeJustice and Re:,ponsive Regulation, Oxford, 
Oxford University Press, 2002, 74. 修復的司法のプロセスにおける再統合のための
恥辱に関する役割については J.Braithwaite, "Juvenile Offending : New Theory 
and Practice", in National Conference on Juvenile Justice, Conference Proceedings 
No. 22, edited by L. Atkinson and S. Gerull, Canberra, Australian Institute of Cri-
minology, 1993, 35-42, および， G.Masters and A. Roberts,'Family Group Con-
ferencing for Victims, Offenders and Communities'in M. Liebmann (ed), Media-
- 245 - (461) 
関法第61巻第 2号
tion in Context, London, Jessica Kingsley Publishers, 2000, 145参照。
10) 「児童」は少年法において14歳未満の少年・少女，また，「少年」は， 14歳以上17
未満の少年・少女と定義されている。
11) 少年法制定以降にニュージーランドでは，成人の犯罪者のためのプログラムのよ
うな，少年犯罪者に対するいくつかの修復的司法に関するプログラムが導入されて
きている。マオリコミュニティの集会所たるマラエ (marae) に依拠する多くのプ
ログラムに加えて，裁判所からの委託による修復的司法や，犯罪防止ユニ ットに
よって提示されているコミュニティが運用する修復的司法のプログラムを提供する，
独立したコミュニティのグループが存在する。ニュージーランドの裁判所は， 1990
年代初頭から修復的司法の運用をアドホックなものと考えていたが，フォーマルな
刑事司法に関係づけつつ修復的司法を明確な制定法上の承認を与えたのは，各々
2002年に制定された，刑罰宣告法 (SentencingAct 2002) , 仮釈放法 (ParoleAct 
2002) および被害者権利法 (Victims'RightsAct 2002) によってである。これら
の3つの法律とともに，修復的司法手続きに対する大方の承認と正当性が与えられ，
ふさわしい場合にはいつでも修復的司法手続きをとることを奨励し，また，その手
続きが取られた場合には，犯罪者への刑罰言い渡しや仮釈放をおこなう際に考慮す
べきものとして，修復的司法を許容もしくは要求するようになった。
12) 裁判所は，そのような会議が必要もしくは望ましいような場合には，審理手続き
のいかなる段階においても会議の招集を命じることができる，ということを指摘し
ておかなければならない。
13) 少年法は家族グループ会議の開催地に関する指針は全く含んでいないが，警察署
や裁判所は，会議開催にふさわしい場とは一般に考えられていない。1990年代には，
会議はしばしば，少年の両親もしくは家族メンバーの家やマラエもしくは島の教会
などで開催されている。それらの開催場所は，少年や彼らの家族にと ってアット
ホームな環境の中で， 自由でオープンな議論を促すもので，また，文化的な意味に
おいても適切かつフォーマルな意味を縮減するものである。これらの場所は現在で
も用いられているが，近年はより個人的な色彩の薄い場所，たとえば，児童，少年，
家族サービス局や他の政府の部局の事務所や会議室などである。それらの場所には
一定の利点がある。すなわち，被害者やその家族にとって威圧的な側面が薄いこと，
公共交通が利用しやすいこと，会議のあいだに有用な技術（プロジェクタやパソコ
ンなど）を利用しうること，などである。
14) 少年の側に真に出席できない理由がある場合には，後日まで延期される。
15) 少年法は．会誠において警察官が，会誠で主題となっている行為以外で少年が犯
したとされる犯罪行為について公表することができるか否かについては，明確な指
示を与えていない。しかしながら，かりに，立証されておらず，また少年が認めて
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もいない犯罪について警察官が会議に提示することができるとすれば，明らかに正
義の原則に反するであろう。
16) いかなる謝罪であれ，それが心からなされた真塾なものであり，また，謝罪する
人物の心情を吐露することが重要である。謝罪の手紙の準備について手ほどきする
ことは重要であるが，謝罪の手紙が形式的にならないようにすることが肝要である。
その目的は，行為に対する少年の真撃な後悔の表明を引き出し，犯罪行為が被害者
に与えた影響に対して理解していることを表明することである。少年裁判所の裁判
官は少年に対して謝罪文を読むことを求め，かりに内容が不十分の場合には修正を
求めることができる。
17) イギリスでの犯罪少年は，行動を改めることを確固としたものにし，明確な目標
を定めるために， ときには「行動に関する約束」 ('behaviourcontract') をおこな
うことがある ("YouthJustice-The Next Steps", Home Office UK, 2003, at para 
19)。そのような行動統御計画や行動に関する約束は，明確な形ではニュージーラ
ンドの家族グループ会議で用いられてはいない。
18) T. Stewart, "The Youth Justice Co-ordinator's Role-A Personal Perspective of 
the New Legislation in Action" in B. Brown and F. McElrea (eds) The Youth 
Court in New Zea如 d:A New Model of Justice, Legal Research Foundation, Au-
ckland, 1993, 4 7参照。
19) J. Braithwaite and S. Mugford, "Conditions of Successful Reintegration 
Ceremonies: Dealing with Juvenile Offenders" (1994) 32 (2) Brit J Criminology 
139参照。
20) この点において多くの研究者は，修復的司法と 「治療法学」 ('therapeutic
jurisprudence') との結びつきに注目している。治療法学の動向は，法律手続きに
かかわる患者の諸権利のみに着目し，彼らの治療上の必要性に関する重大な問題に
はほとんど関心を払わない，従来の精神病理上の問題への法律的アプローチヘの反
動として生まれてきた。
つぎの 2つの問題が提起されている。(1)法律や法律手続きは，いかにして精神
病患者の情緒的，心理的な幸福に影響を与えることができるか， (2)患者の情緒的，
心理的な幸福を検討することで，患者への尋問や施設への収容，治療体制などの問
題に対して，いかにして法律の機能をよりよいものとすることができるか，である。
このような精神上の健康への着目から，さらにその視野を，民事と刑事の両方の領
域におけるより広範なる病理的な問題へとその関心を広げてきている。しかしなが
ら，治療法学は，被害者と犯罪者に対する法律上の諸効果に関する考察に限定され
ない。司法手続きに携わる専門家， とりわけ裁判官と弁護士の視点からの研究も現
れてきている。とくに，弁護士業務と法廷での実務に対して治療法学的アプローチ
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を適用することによって，法律手続上の実務がどのように改変されうるのかという
問題が注目されている。そして，注目すべき文献においては，法律手続きにおける
制度レベルの要素に加えて個人レベルの要素をも考察し，複眼的な視点をも加味し
てきている。治療法学に関するより立ち入った検討については，以下の諸文献を参
照。 D.Wexler,'Putting Mental Health into Mental Health Law: Therapeutic 
Jurisprudence', 16 Law and Human Behavior (1992), 27; B. J. Winick,'The Juris-
prudence of Therapeutic Jurisprudence', 3 Psychology, Public Policy and Law 
(1997), 184; D. Finkelman & T. Grisso,'Therapeutic Jurisprudence: From Idea to 
Application', 20 New England Journal on Crime and Confinement (1994), 243; D. 
Wexler & B. J. Winick (eds), Law in a Therapeutic Key: Developments in Ther-
apeutic Jurisprudence, Durham: Carolina Academic Press (1996); Judging in a 
Therapeutic Key : Therapeutic Jurisprudence and the Courts, Durham : Carolina 
Academic Press (2003) ; D. Wexler, "Therapeutic Jurisprudence and the Culture 
of Critique," 10 J. Contemporary Legal Issues 263 (1999); D. Wexler (ed), Ther-
apeutic Jurisprudence: The Law as a Therapeutic Agent, Durham : Carolina 
Academic Press (1990); B. J. Winick, Therapeutic Jurisp四 denceApplied : Essays 
on Mental Health Law, Durham: Carolina Academic Press (1997). 
21) 福祉モデルは，少年犯罪は対処可能な諸原因を有しており，したがって，矯正を
旨とする諸目的を介在させることが犯罪者にとって最良である，という前提によっ
て導かれている。それに対して，刑事司法モデルは，有罪無罪を確定し，適正手続
きの保障の下で，適切なる処罰を提示することに関心を有している。M.P.
Doolan, "Youth Justice-Legislation and Practice" in B. Brown and F. McElrea 
(eds) The Youth Court in New Zealand: A New Model of Justice, Legal Research 
Foundation, Auckland, 1993, 18-19. 参照。
22) H. Zehr, Changing Lenses: A New Focus for Crime and Justice, Herald Press, 
Scottdale, PA, 1990, 204. 参照。
23) G. Maxwell and A. Morris, 1'amily, Victims and Culture: Youth Justice in New 
Zealand, Victoria University of Wellington, 1993, 128, 182-184. 参照。
24) このアプローチは，オーストラリアでのコミュニティをベースとする会議システ
ムたる WaggaWaggaで採用されている。J.Braithwaite and S. Mugford, ℃ ondi-
tions of Successful Reintegration Ceremonies : Dealing with Juvenile Offenders" 
(1994) 32 (2) Brit J Criminology 139, 24. 参照。
25) たとえば, G. Maxwell and A. Morris, "Family Group Conferences and Re-
offending" in A. Morris and G. Maxwell (eds), Restorative Justice for Juveniles, 
Hart Publishing, Oxford & Portland, OR, 2001, 252. 参照。
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26) R. Young, "Just Cops Doing'Shameful'Business? : Police-led Restorative J us-
tice and the Lessons of Research" in A. Morris and G. Maxwell ibid 202. 参照。
27) A. Morris, "Revisiting Reintegrative Shaming" (2001) 16 (10) Criminology 
Aotearoa/New Zeaねnd:A Newsletter from the Institute of Criminology, Victoria 
University of Wellington. 参照。
28) J. Braithwaite, Crime, Shame and Reintegration, Cambridge University Press, 
NY, 1989, 55-56. 参照。
29) ニュージーランドの家族会議モデルにおける恥辱の特性は，マオリ社会の恥辱の
使用に影響を受けているようである。 J.Braithewaite,、'Whatis to be done about 
Criminal Justice?" in B. Brown and F. McElrea (eds) The Youth Court in New 
Zealand: A New Model of Justice, Legal Research Foundation, Auckland, 1993, 
37. 参照。さらに， K.Daly, "Conferencing in Australia and New Zealand: Varia-
tions, Research Findings and Prospects" in A. Morris and G. Maxwell (eds) Res-
torative Justice for Juveniles, Hart Publishing, Oxford & Portland, OR, 2001, 64. も
参照。
30) G. Maxwell and A. Morris, Family, Victims and Culture: Youth Justice in New 
Zealand, Victoria University of Wellington, 1993, 183. 参照。
31) G. Maxwell and A. Morris, "Research on Family Group Conferences with 
Youth Offenders in New Zealand" in J. Hudson, A. Morris, G. Maxwell and B. 
Galaway (eds) Family Group Con_ferences: Perspectives on Policy and Practice, 
Willow Tree Press, Monsey, NY, 1996, 97. 参照。
32) H. Zehr, Changing Lenses: A New Focus for Crime and Justice, Herald Press, 
Scottdale, PA, 1990, 181 f. 参照。
33) ゼールはつぎのように指摘している。「被害者は彼らの話を聞いてくれる人を必
要としている。彼らは自らの話を語り，おそらくはそれを繰り返し，その感情を吐
露する機会を持たなければならない。彼らは真実を語らねばならない。そして彼ら
は，自らに向けてなされた害悪を他者と分かち合い，共に悲しんでもらうことが必
要である。（中略）その過程の中で，被害者は自らが正当であると感じる必要があ
る。彼らの身に生じたことは不正であり，他者もそのことが不正であることを認め
ている，ということを知ることが必要である。そして，その不正をただし，そのよ
うなことが二度と起こらないようにするために何事かがなされていることを知るこ
とが必要である。彼らは，受けた痛みを理解し，彼らの経験を有効に生かすことを
他者が語るのを聞くことを望んでいる。」 H.Zehr, Changing Lenses: A New Focus 
for Crime and Justice, Herald Press, Scottdale, PA, 1990, 191. 参照
34) たとえば， G.Maxwell and A. Morris, Family, Victims and Culture: Youth Jus-
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tice in New Zealand, Victoria University of Wellington, 1993, 79. 参照。
35) G. Maxwell and A. Morris, "Research on Family Group Conferences with 
Youth Offenders in New Zealand" in J. Hudson, A Morris, G. Maxwell and B. 
Galaway (eds), Family Group Conferences: Perspectives on Policy and Practice, 
Willow Tree Press, Monsey, NY, 1996, 100. 参照。
36) A. Morris and G. Maxwell, "Implementing Restorative Justice: What Works?" 
in A. Morris nd G. Maxwell (eds) Restorative Justice for Juveniles, Hart Pub-
lishing, Oxford & Portland, OR, 2001, 278. 参照。
37) M. S. Umbreit, R. B. Coates and B. Vos, "Victim Impact of Meeting with Young 
Offenders : Two Decades of Victim Offender Mediation Practice and Research" in 
A. Morris and G. Maxwell (eds), Restorative Justice for Juveniles, Hart Publishing, 
Oxford & Portland, OR, 2001, 129. 参照。家族会議に参加した結果，印象がより悪
くなったあるいは圧迫を感じたと語る被害者もいたことが．調査によって指摘され
ている。
38) T. Stewart, "The Youth Justice Co-ordinator's Role-A Personal Perspective of 
the New Legislation in Action" in B. Brown and F. McElrea (eds) The Youth 
Court in New Zealand: A New Model of Justice, Legal Research Foundation, Au-
ckland, 1993, 45. 参照c
39) I. Hassall, "Origin and Development of Family Group Conferences" in J. Hud-
son, A. Morris, G. Maxwell and B. Calaway (eds) Family Group Conferences: 
Perspectives on Policy and Practice, Willow Tree Press, Monsey, NY, 1996, 27, 
31-:~2. 参照。
40) J. Cunha, "Family Group Conferences: Healing the Wounds of Juvenile Proper-
ty Crime in New Zealand and the United States" (1999) 13 Emory lnt'l L Rev 283 
at 339. 参照。
41) G. Maxwell and A. Morris, family, Victims and Culture: Youth Justice in New 
Zealand, Victoria University of Wellington, 1993, 109 f. 少年の両親は，調査した
ケースの98パーセントのケースで家族会議に参加している。
42) 58パーセントのマオリのケースで， （家族グループたる） whanauに参加してい
るが，（非マオリたる） Pakehaでは，拡大家族のうちの20パーセント．太平洋諸
島の場合には37パーセントの家族が参加しているにすぎない。前掲77頁参照。
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[ n J 「ニュージーランドにおける法学教育」 LEGALEDUCATION IN NEW 
ZEALAND AN INTRODUCTION 
［訳者まえがき］ 本稿の「はじめに」でのべたように [I]においては，わたし自身が
担当する 「比較法文化学」講義において，法学部学術講演としてムスラキス教授に講演
いただいた「ニュージーランドにおける法学教育」の原稿を訳出する。また，当日の講
演の際に，資料として配布し，スクリーンにて写されたパワーポイントの原稿を参考資
料として，本翻訳の最後に［翻訳資料］として掲げておく。
はじめに
ニュージーランドはヨーロッパの地図作成者からは，長年の間 TeraIncognita (ラテ
ン語で未踏の地）として描かれてきた地球上の部分に位置している。この記述はもちろ
ん， もはや厳密な意味では適切といえないのであるが，現在においてもなお，北半球に
住む人びとにとっては未知のさまざまなニュージーランド固有の生活の側面が存在して
いる。そこでこの講義では，何年かにわたってニュージーランドに居住し，教育研究に
かかわる仕事をしてきた経験をも踏まえて， とりわけニュージーランドの法学教育に焦
点を合わせつつ，さまざまな社会的，法的な動向について概観してみたい。
ニュージーランドの歴史の概要 (ABrief History of New Zealand) 
マオリ (Maori) : ニュージーランドのもっとも初期の住民は［ポリネシア系住民たる］
マオリである。マオリは文字によって記録された歴史を有しておらず，また彼らの言語
はヨーロッパ人がやってくるまでは書き言葉の形をとらなかったので，マオリがいつ
ニュージーランドにやってきたのかを正確にはのべることができない。考古学上の遺物
からの年代確定法によると，今から少なくとも一千年程度さかのぼる時期にポリネシア
から渡ってきたとされている。
マオリ社会は血縁関係と支配領域を基礎とする部族社会で，そのなかでの人びとの地
位は祖先との関係に依拠している。つまりマオリの族長と文化的なリーダーは，有力な
部族の祖先とつながりを持つ者たちである。そ して，個人に属する権利はわずかであっ
て，大半の物とくに土地は集団所有である。隣接する部族間の対立（しばしば食料不足
から生じる）は， しばしば領土の再分配と遠方への移住を伴っていた。マオリは全体と
しての統的な国家を形成したことはなかったが，共通の文化と槻界観を有していた。
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マオリの世界観の中核には人間と自然との根本的な一体化への確信が存在している。最
初のヨーロ ッパの移植者がニュージーランドにやってきた18世紀後半には， 25万人ほど
のマオリがニュージーランド（マオリ語で Aotearoa) に住んでいたようである。
ヨーロッパ人の移住と近代のニュージーランド社会の形成 (Thearrival of the Euro-
peans and the formation of modern New Zealand society) : ニュージーランドの島ヘイ
ギリスの主権を導きいれたマオリとの接触の儀式は，キャプテン・クック (Captain
James Cook)が島を最初に訪れた1796年にはじまる。クックがイングランドに持ち
帰った情報は，他のイギリスやヨーロッパの探検家たちの島への新たな探検を促した。
初期のヨーロッパ人が入植した植民地はいわば無法の地であったが，イギリス政府はマ
オリの人びとに支配を押し付けることを躊躇していた。
後には，ロンドンの政府はイギリス人の移民からの圧力を受けて，オーストラリアの
ニュー・サウス・ウエールズから派遣された奴隷とともに，イギリスの植民地とした。
さらに，マオリ部族の族長たちの会誠においてイギリス政府の機関を設けることに合意
し， 1840年 2月6日に，有名なワイタンギ条約 (Treatyof Waitangi) を結んだ。この
条約によって，彼らはイギリス臣民たる完全な権利と彼ら自身の土地とその他の自然資
源への支配権を維持する代わりに，大英帝国のビクトリア女王に彼らの主権を委ねたの
である。この条約に参加していなかった族長も後に署名し， 1840年5月21日に大英帝国
による正式な島の摂取が完了した。
ワイタンギ条約締結後の最初の数十年の間に，南島 (SouthIsland) においてヨー
ロッパ人植民者による開発が最もスピーディーにおこなわれた。それに対して北島
(North Island) の発展はつぎの 2つの理由から遅れた。すなわぢ進入がほとんど不
可能な天然林とマオリとヨーロッパ人のあいだの土地をめぐる争いである。争いのクラ
イマックスは1860年代の間の一連の戦争（「マオリ戦争」と呼ばれている）で，その戦
争において数千のイギリス軍が武器の乏しい原住民族を打ち負かすために投入された。
そして，マオリはよい土地を移住者に残して退却した。マオリ戦争に続く時代において
マオリの人口は4万人程度にまで減少し，マオリ民族が完全に消滅してしまう危機にさ
らされていた。しかしながら1920年以降に，有能な政治家の指導のもとでマオリ社会と
文化は活力を取り 戻していった。
ニュージーランドは現在約400万人の人口で，そのうち約 8分の 1がマオリである。
マオリではないニュージーランド人 (pakehas) の大半はイギリス人である。また，
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他のヨーロッパの国ぐにからも小さな移民グループがやってきている。このグループ
には， ドイツ，スカンジナビア，オランダ，ユーゴスラビア，イタリア，ギリシャ，
ポーランド，そしてハンガリーなどが含まれている。そして，ますます多くの非・
ヨーロ ッパ人，その大半はインド，中国，そして，太平洋諸島（ク ック島，西サモア，
トンガ，およびフィジーなど）からの移民とならんで， とくに東南アジアの国ぐにか
らの移民もいる。
今日，全ニュージーランド人のうち 4分の 3以上の人びとが都心部に住んでいる。
その他の人びとは田舎に住んでいて，その大半は点在する農村コミュニティに住んで
いる。マオリもまた今日では大方が都市化した住民である。彼らが徐々にニュージ一
ランド経済に統合されていくにつれて，家族全体で都心部での仕事やさまざまな事柄
にコミットしていったのである。マオリの主な［居住，仕事を得るための］目的地は
ニュージーランドの最大の都市たるオークランドである。大半の都市におけると同様
にオークランドにおいても，マオリは最低賃金の仕事を占めており，劣悪な住環境や
失業などに苦しんでいる。しかしながら，社会的，経済的困難は存在するが，ニュー
ジーランドは真に多民族的で，多文化的な社会を展開することに比較的に成功してい
るといえるだろう 。
ニュージーランドの統治と法体系 (TheNew Zealand Government and Legal System) 
1856年に大英帝国によって，ニュージーランドにおいて責任ある政府を設立する
ことが認められ，選挙によって選出された議会に国内のすべての事柄を統制するこ
とが委ねられた。また1907年にニュージーランドはイギリスの自治領となった。そ
して最後に，ニュージーランドの独立が1931年のウエストミンスター法 (Statuteof 
Westminster) によって実現した もっとも 1947年まではウエリントンのニュー
ジーランド議会はこの法律を認めなかったのであるが。英連邦の一員 として，ニュー
ジーランドの元首は1974年までニュー ジーランド女王として知られていたイギリスの
君主である。
イギリス君主は連邦の各国においては総督 (governor-general) によって代理されて
いる 。 しかしながら総督はまったく実質的な行政権限を有していない—つまり，行政
権限はすべて内閣に属している 。 内閣は•院制で普通選挙によって選出される議会，す
なわち衆議院 (Houseof Representative) に責任を負っている。西洋諸国のなかでイギ
リスとならんでニュージーランドは成文憲法を有しない唯•の国である 。 したがってア
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メリカやオーストラリア，カナダなどとは異なり，ニュージーランドは国家の全構造を
基礎づける単一の書面のようなものは見出すことができない。しかしながら，このこと
はつぎのことを意味するものではない。すなわち，ニュージーランドは，総体として，
ニュージーランドの憲法と呼びうるようなきわめて実効性を有し，明確に定義された一
連の法を有していない．ということをである。
ニュージーランドの憲法を確定するためには，われわれはきわめて異なるさまざまな
法源を探求しなければならない。これらの法源をあらわす文書，資料としては，ワイタ
ンギ条約やさまざまなニュージーランドとイギリス議会の制定法，重要な取り決めや憲
法上の慣行である（たとえば内閣の制度や総理大臣の職務．さまざまな議会手続き．
等々 ）。上で指摘したように，ニュージーランドは1940年にイギリスの植民地となり，
1947年にいたるまでイギリス統治下に置かれていた。その結果，近代のニュージーラン
ド法はそのなかみや組織，執行においてイギリス法に近似している。しかしながら同時
に近代のニュージーランド法は，ニュージーランド社会の大きな部分を占めるマオリの
人びとのニーズや思考法にも配慮しなければならない。マオリの人びとがニュージーラ
ンド法休系に関して経験する多くの問題点は，おおむね外来的である司法の体系をイギ
リス人の植民以降に彼らに押し付けたことに由来するのである。
現在のニュージーランドの法休系は，コモンローの原則（裁判官法）と立法（議会制
定法）との混合である。これらのうちには，現存するコモンロー上の原則を制定法化す
るものもあれば，コモンローの欠落している部分を埋めたり，例外事例を正すようなも
のもある。さらにまた，議会の審識時間の多くはいわゆる 「社会立法」と呼ばれるもの
に費やされる。すなわち，さまざまな公共サービスを創設，拡大したり，あるいは税金
にかかわるものなどである。しかしながら，ニュージーランド法の細部にわたる事項は
いわゆる委任立法に委ねられている。議会は，地方自治体や政府機関の下位の機関に
ルールや規制を作成する権限を委ねている。しかしながらそれらの委任立法が効力を有
する為には．すべてのルール，規制は，識会によって付与された権限の枠内の立法でな
ければならない。
制定法はニュージーランドにおいて急速に法源としての役割を獲得してきている。な
ぜならば，法システムに反映される大半の社会的．経済的変化は．新たな立法によるか
もしくは現存する法を変更することによっておこなわれているからである。しかしなが
ら，議会が制定する立法の確実な意味はしばしばきわめてあいまいてある，ということ
に言及する必要がある。そのゆえに，制定法の解釈が裁判所の主要な任務となるのであ
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る。この任務を遂行するために裁判所は，ニュー ジーランドや他の国ぐにの先例に導か
れ，また時には拘束すらされているのである。この点において先例拘束の原理は，下級
裁判所が法を解釈し，適用する場合には上級裁判所の判決に従うことを要求するのであ
る。そこでは，裁判所は判決を読みこなし，その判決から当該裁判所が適用した厳格な
るルールもしくは法的ルールを抽出する能力が前提とされている。そして，他のコモン
ロー系の国ぐにの裁判所， とりわけイギリス，オーストラリア，カナダの上級裁判所の
判決は，ニュージーランドの裁判所を拘束することはないが，ニュージーランドの裁判
所にとって高度な説得的価値を有しうるのである。
ニュージーランドの高等教育 (NewZealand's Higher Education System) 
研究教育機関の諸々のタイプ (Typesof academic institution) : ニュージーランドにお
ける高等教育機関は，大学 (universities), ポリテクニクス (politechnics), 工科大学
(institutes of technology), 教育大学 (collegesof education), および私立の専門学校
(Private training providers)である。大学は主として研究を主体とする機関であり国立
である。大学は大半の場合に通年単位のコースを有する， ［履修したことを証する］修
了証書から博士号レベル (fromcertificate to doctoral level)にいたるコースを提供し
ている。 1セメスターのみのコースもあり，これらは時には学年歴の半ばからスタート
することもある。
ポリテクニクスと工科大学も国立で，大学で提供されているコースと同等のコースを
提供している。これらの機関における教育は職業志向の教育であり，多くの大学のコー
スよりもより実践的なアプローチを提供している。またポリテクニクスと工科大学は，
大学と同様に修了証書から学位レベルまでの教育を提供している。また多くのこれらの
機関は，国際的な標準からしてきわめて高い地位にある大学院レベルのコースをも提供
している。
教育大学は教員養成機関であり，大部分は近隣の大学と密接な関係を有しているかも
しくはそれらの大学に組み込まれている。また私立の専門学校は，旅行の企画や病院管
理調理やビジネスなどといった，特定の分野に関する職業訓練を提供することを目的
としている。これらの機関も職業志向であり，資格を必要とする職業に卒業生を送り込
むことを目的としている。
ニュージーランドの学年歴 (NewZealand academic year) : ニュージーランドの学年歴
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は， 2月末もしくは 3月はじめにはじまり， 10月に終了するカレンダー上の 1年に対応
している。サマースクール・コースを提供している大学もあり， 7月から大学での勉学
を開始することもある。また大学によっては 1セメスターのみのコースを提供すること
もあり，その場合には 1学年歴の中で半期のみの勉学をはじめることも可能である。一
般的にいえば 精確な開始日時と休日については大学ごとに異なるものの一ー大学は
2セメスター制に依拠している。
ニュージーランドの学位授与の仕組み (Degreestructure in New Zealand) : ニュー
ジーランドの高等教育における学位授与の仕組みは，修了証明書から博士号レベルにお
よぶイギリスのスタイルにほぼ対応している。ただし，これらの一貰制の全過程は大学
機関のみが提供している。ポリテクニクスと工科大学は一般に，まず修了証書レベルか
らはじめて大学院のコースに進んでいく 。私立の専門学校は一般に卒業資格と一定の職
業上の資格 (diplomaqualifications) を提供する。
学士号 (bachelordegree)取得には通常 3年ないし 4年必要である。この後に学生
は， GraduateDiplomaや修士号もしくは博士号を取得する為に大学院コースに自由に
入学することができる。修士号取得のためには 1, 2年を必要とし， 一般には修了証書
のみのコースには含まれていない一定の研究を含む，より高度な勉学が要求される。さ
らなる研究を継続する為には博士号コースに進むことが可能である。大学院での勉学，
研究にはその前提として学士の学位が必要であり，広い意味において同じ分野の勉学，
研究を大学院において続けることが求められている。
入学資格 (EntryRequirement) : [外国人が］ニュージーランドの大学に入学する為に
は，ニュージーランドで提供されている教育と同等程度と考えられる高等学校卒業資格
が必要である。入学を希望する教育機関の中には，ニュージーランド資格認定機構
(New Zealand Qualification Authority) が認定した資格を求める場合もある。ニュー
ジーランドと同様な学位授与の仕組みを有する大半の国では入学を許可される場合で
あっても，ニュージーランドの大学院での教育をうけるためには，大学院入学志願者は
［外国の大学での証書の］翻訳と評価を大学院に提出する。そして，入学を希望してい
る大学院のコースの研究分野に関係する学部を卒業したことによる，学士の学位が一般
に必要とされている。
他の主要な条件は英語能力に関する証明である。この証明方法としては，さまざまな
- 256 - (472) 
「ニュー ジーランドにおける修復的司怯会議ー一理論的基礎と実践的意味」および「ニュー ジーランドにおける法学教育」；闘訊と紹介
英会話教育から（箪記試験の） 550点以上の TOEFLの結果かそれと同等の能力といっ
た，さまざまな方法でなされることが可能である。
ニュージーランドにおける法学教育
バリスタもしくはソリスタとしてニュージーランドにおいて法実務につくための法学
教育はつぎの 5つの主要大学において提供されている。すなわち，
オークランド大学 (Universityof Auckland), ワイタコ大学 (WaitakoUniversity) 
(Hamilton), ウエリントン・ビクトリア大学 (VictoriaUniversity of Wellington), 
オタゴ大学 (Universityof Otago) (Dunedin) 
である。ニュージーランドでの法実務に要求される資格は，法学士 (Bachelorof 
Laws (LLB)) もしくは優等法学士 (Bachelorof Laws with Honours (LLB (Hons))) 
である。各大学のカリキュラムは類似しており，学生がニュージーランドで法実務に
就くことを希望する場合には履修しなければならない，多くの必須科目から構成され
ている。
ニュージーランドの大学での法学教育カリキュラムは，法学教育協誠会 (Councilof 
Legal Education) の監督下に置かれている。協議会は1982年の「法律実務家法」 (Law
Practitioners Law)の下で構成される法律に基づく団体で，ニュージーランドの法実務
訓練の資質と設備を監督する責務を制定法上有している。協議会は LLBもしくは
LLB (Hons) のコースを履修している学生が，法律実務のための諸々の条件を満たす
ことを確かなものとするために，大学のロースクールと緊密な連携をとっている。外国
で資格を取得した法律家がニュージーランドで法律実務をおこないたい場合には，
ニュージーランドで必要とされる諸条件認定のための要件が存在する。多くの場合に，
ニュージーランドのロースクールか法律職専門コース (ProfessionalLegal Studies 
Course)で一定の科目を修得することが求められている。
LLBもしくはLLB(Hons)の学位取得に加えて，ニュージーランドでの法実務を希
望する者は法律専門職コースを修了しなければならない。このコースは，ロースクール
および大学とは直接の関係を有しない 2つの私的機関によって提供されている，実務上
の法的技術を基本とするコースである。このコースをパスすることは，ニュージーラン
ドで法律実務をおこなう前提として，制定法によって課せられた要件である。
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オークランド大学での法学教育
オークランド大学法学部は1883年に設立され，現在は約200名の大学院コースの学生
を含めて約2500名の学生がいる。 LLBもしくは LLB(Hons) コースヘの入学数は制
限されており， したがって，学生たちは入学の許可を受けなければならない。入学許可
は一般に―いくつかの大学では，マオリ，太平洋の島々の出身者，および身体に障害
を持つ学生のために設けられている「アファーマティブ・アクション」のためのコース
（「割り当て学生」）があるが 大学での成績よって決められる。これらの特別なグ
ループからの入学志願者は， 一般的な入学のための成績基準を満たすことを求められて
はいないが， 一定の最低限の成績基準を満たしていなければならない。LLBおよび
LLB (Hons) コースヘの入学方法は， 一般につぎの 2つ，すなわち「通常ルート」
("Normal Undergraduate Route") と「卒業後ルート」 ("GraduateEntry Course")が
ある。
通常ルート (NormalUndergraduate Route) : 通常ルートは，「法律入門コース」 ("Law
Intermediate") もしくは「法律第Iステ ップ」 ("LawI")への出願による。これは通
常は，初年度の学生のコースで，学生は通常，法学部以外の学部での 6科目の履修と並
んで，法システム (LegalSystem) に関するコースを履修することが求められている。
おおよそ1200名の学生のうち500名程度の学生が，この法律第Iステ ップの履修が認め
られる。割り当て学生以外の学生は， （通常は卒業した高校の成績としての）学業成績
によって選抜される。
1年間の法律第Iステ ップの履修を終了した場合に，さらに LLBもしくは LLB
(Hons) の学位のための勉学継続を望む学生は，再度，法律第2ステップヘの登録のた
めの出願をしなければならない。ここでも （割り当て学生を除いて）学業成績で選抜
がおこなわれるが， 700人から800人の志願者のうち，通常は300名程度が第Iステップ
への履修を許可される。許可甚準は通常は，平均点が ("GAP"で） A-とB+のあい
だである。
法律第Iステップに履修登録した場合には，独自の法律プログラム (LawProgram) 
の学生として，残り 3年間の LLBもしくは LLB(Hons)のプログラムを一一十分なる
学習成果を上げることができないということがない限り―継続して履修し，修得する
ことができる。
LLBもしくは LLB(Hons)の学位コースをただちに履修する学生は，法律第Iス
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テップの 1年間を含めて 4年間の履修が必要である。第Iステ ップに続いて，法律第Il,
第I,第Nステ ップが提供されている。法律第Ilから第Nステ ップの履修完了条件はつ
ぎのとおりである。
法律第Ilステ ップ： I必須の 4科目 公法，契約法，不法行為法，刑法 I
および 1 法律研究 (LegalResearch) , 法的書面作成 (Writing)lA・lBコー ス 1
法律第1Iステ ップ： I必須の 5科目 エクイティ，土地法，法理学，動産法，法曹倫理 I
および I 3科目選択のエッセー（論文式テスト） 1 
法律第Nステ ップ： I 7科目の選択によるエ ッセー（論文式テスト） 1 
および I法実務コースの諸条件 I
卒業後）レート (GraduateEntry Route) : すでにオークランド大学を卒業しているか，
それ以外の認定された大学から同等の学位を取得していて，かつ，大学での最終年の成
績（通常は Aーから B+のあいだ）から判断して，法律第Ilステ ップの GPA上の入
学基準を満たしている場合には，直接に法律第Ilステ ップに入学することができる。彼
らは，法律第Ilステ ップの 4つの必須科目と並んで，第Iステ ップの法律システムの科
目を学ぶことになる。
結合学位 (Conjointdegree) : 多くの法学部学生 （おおむね60パーセントから70バーセ
ント）が結合学位に登録している。この場合には，異なる学部もしくは学科での 2つの
学位プログラムでの （通常は 5年から 6年の）延長期間での勉学を含んでいる。またこ
の場合には，通常の学位プログラムを別個にと った場合には必要とされる年限のうち，
1, 2年の「短縮」が 2つのプログラム間で認められているので． 一定の数の学部間に
またがる単位取得が認められている。法学部の学生に人気のある結合学位としては，つ
ぎのような組み合わせがある。
I BA/LLB: 文学士と法学士
I BSc/LLB: 理学士と法学士 I
I BCom/LLB: 商学士と法学士 I
I BE/LLB: 工学士と法学士 I
[ BHSc/LLB: 保健学士 (Bachelorof Health Science) と法学士
I BProp/LLB : 財産学士 (Bachelorof Property) と法学士 I
l 
正式の実務的な法技術上の訓練の大半は， LLBもしくはLLB(Hons)コース終了後
に引き続いておこなわれる法律専門職コースの間におこなわれるのではあるが，オーク
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ランド大学では，いくつかの実務的な技術に依拠した要素が法学部においても存在して
いる。すなわち，
法律研究と法的文書作成プログラム；模擬裁判でのさまざまな事柄；コミュニ
ティ・サービスに関するプログラム；依頼人へのインタヴューに関するプログラ
ム；証拠，民事訴訟手続き，裁判外紛争解決に関するプログラム；必須科目として
の法曹倫理
などである。
法律研究と法的文書作成 (Legalresearch and writing requirements) : LLBおよび
LLB (Hons)履修のすべての年ごとに，学生は法律研究と法的文書に関する課題を
こなさなければならない。通常は，法律ステップI, I, IDにおけるすべての必須科
目において， 1500字程度のチュートリアルコースのエッセイを書きあげることが求め
られている。これらの課題をしっかりこなすことが，「法律研究と法的文書作成」に
おいて正式に求められている事柄である。そ して，ステ ップmとNの履修の一部とし
て，学生は4000字程度の分量の 5つの「意見」 ("Opinions") をまとめなければなら
ない。これらの「意見」は，通常は，実際に起きた事例か法的問題にかかわる事実状
況かシナリオに関する，広範囲にわたる学生自 らの法的 「意見」である。選択による
いくつかのエ ッセーは，最終の筆記試験ではなく 1万字程度のエッセーで評価がなさ
れる。
模擬裁判 (Mooting(mock litigation)) : すべての法学部の学生は，通常は法律ステップ
mないしNの年に，すくなくとも 1回の模擬裁判に出席することが求められている。模
擬裁判は，「通常」模擬裁判プログラム ("General"mooting programme) もしくは
「マオリ法」("MaoriLaw") あるいは 「家族法」に関する特別模擬裁判プログラムの
一部としておこなわれる。模擬裁判はロースクール内にておこなわれるが，学生はあた
かも実際の裁判所で訴訟をおこなっているかのように，正規の法的手続に則って訴答や
書面作成をおこなわなければならない。彼らは，服装や適切かつ敬意に満ちた態度をも
含めて，模擬法廷におけるふるまいに関して完全に法律に則って行動しなければならな
し、
模゜擬裁判は年間のうち数週間継続して 2回おこなわれなければならない。それらは模
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擬法廷か階段教室にておこなわれ，現職もしくは退職した裁判官か法律実務家によって
評点がつけられる。法学部の法実務履修の正式要件として，模擬裁判をキッチリこなさ
なければならない。また，国内および国際レベルの模擬裁判競技プログラムがあり，
オークランド大学の学生の模擬裁判の参加者はここ数年来．続けて優秀な成績を収めて
しヽる。
登録人数が限定 (45名のみ）された「弁論」("Advocacy") に関するエッセーは，模
擬裁判で最も優秀な成果を示した学生か，もしくは訴訟に特に関心あるいは才能のある
学生のために毎年課題として課される。このエッセーはベテランの法律実務家が指導し，
学生に対して訴訟上の経験を積ませるとともに，国内外の模擬裁判競技におけるトップ
クラスの競技者の養成をもねらいとしている。
コミュニティでの法律にかかわる奉仕 (CommunityLaw Placement) : 法実務コースの
学生に求められる 5つの 「意見」の中での 1つの代替物として，コミュニティ内での法
律にかかわる奉仕 (CommunityLaw Placement) をおこなうことができる。その過程
の一環として，コミュニティ・グループと一緒に40時間のボランティアとして働くこと
が求められる。これは学期途中の休業期間に 1, 2週間でおこなうか，あるいは彼らが
ボランティアをおこなうコミュニティの機関との調整のうえで，数週間のパートタイム
の形でおこなうことも可能である。そのような奉仕の仕事を提供する機関としては，さ
まざまなコミュニティ・グループや福祉機関と並んで，「市民相談機関」 ("Citizens
Advice Bureau")や「くらしの法律センター」 ("NeighbourhoodLaw Centre"), 「環境
法センター」 ("EnvironmentLaw Centre"), 「法律情報センター」 ("LegalInformation 
Centre") などがある。
依頼者へのインタヴュー (Clientinterviewing) : 学生は，数回にわたって，依頼者への
インタヴューの競技に参加しなければならない。インタヴューというこの実務訓練に関
しては公式の訓練プログラムはないが，個々の法学部のスタッフはインタヴューの技術
について学生をサポートし，指導経験のある実務教員に紹介する等のことをおこなって
しヽる。
証拠と民事訴訟手続 (Evidenceand civil procedure) : 登録人数限定の「弁論」に関す
るコースに加えて，「証拠」と「民事訴訟手続」のコースにもエッセーが課されている。
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証拠に関する多くのルールは民事訴訟にも適用されてはいるが， 主として刑事訴訟に照
準を合わせたものである。
法廷外紛争解決手続 (Alternativedispute resolution) : 「交渉，調停，および紛争解決」
("Negotiation, Mediation and Dispute Resolution") に関する人数限定のコースが提供
されている。そのコースに登録した場合には出席が義務付けられている。そのコースは
交渉，調停，奨励，独自の専門的な提案，略式裁判，仲裁，および訴訟などの諸側面を
カバーしている。現に生じている紛争［の原因や現状，解決方法，等］の分析，また紛
争の相手方とのやり取り，交渉，および仲裁などといった，実務法律家にとって必要と
される実務的技能が学ばれ，参加者のあいだで役割分担しつつその訓練に参加すること
が求められる。さらにまた， ［たとえば，マオリと非マオリの人びとのあいだの紛争と
いった］異なる文化を背景とする紛争の解決やジェンダーに関する問題，紛争解決にお
ける権限の行使，調停モデル，調停に対する司法上のサポート，紛争解決に関する展望，
そして修復的司法などのトピ ックも含まれている。
法瞥倫理 (Legalethics) : 法学教育協談会は，ニュージーランドの高等法院のバリスタ
およびソリスタとして認められるためには，専門的な法律コースに加えて，法学教育協
誡会が認定した法曹倫理コースをニュージーランドの法学生がパスすることを求めてい
る。オークランド大学のロースクールは，最近，法学教育協議会の基準を満たす法曹倫
理に関するエ ッセーを学生に課している。必ずしも厳密な意味で必須というわけではな
いが，ロースク ール卒業後に法実務に就くことを希望する学生はそのコースを履修しな
ければならない， という意味においてエッセーは準必須である。そのコースは法曹倫理
の哲学的な甚礎とともに， 1982年の法律実務家法に規定されている制定法上の要件や責
務をも含む，実践的な法曹倫理をも含んでいる。
「法律専門職コース」 ("ProfessionalLegal Studies Course") 
上で言及したように，学生が LLBあるいは LLB(Hons) コースを修了した場合，
彼らはニュージーランドの高等法院のバリスタおよびソリスタとして弁護士会に登録さ
れる前に，法律専門職コースに登録しなければならない。この法律専門職コースはつぎ
の 2つの私的団体によ って提供されている。すなわち，「法律専門コース機構」
(Institute of Professional Legal Studies) と「法律学校」 (Collegeof Law)である。こ
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の2つはロースクールからは独立した私的な組織である。法律専門職コースは，通常は
LLBもしくは LLB(Hons) コースを終了した年に履修される。法律専門職コースの
志願者は， しばしばこの期間法律事務所に雇われているが，通常はコース終了するま
で猶予を与えられている。そのコースは年 3回開講されているが， 一般に 3カ月で修
了することができる。このコースは法律技術を基礎とするコースで，ニュージーラン
ドにおいてこのコースをパスすることは，他の国では「弁護士会試験」 ("Bar
Examinations") にパスすることに相当している。このコースにはつぎのような科目
が含まれている。
法律文書作成 (Legaldrafting) ; 遺言と信託 (Willsand Trusts) ; 不動産譲渡
(Landconveyancying) ; 法廷での書面民事訴訟と刑事訴訟 (Courtpapers and 
practice covering) ; 弁護士業務運営 (Practicemanagement) ; 弁論と法曹倫理
(Advocacy and ethics) 
法を学ぶこと一方法論上の側面
ケースメソッドはコモンロー系の国においては主要な法学教育の方法である，と通常
考えられている。しかしながらこのことは必ずしも全面的に正しいわけではない。判例
を学ぶことは，コモンローの国での法学教育において重要な役割を果たすことは事実で
ある。しかしながら，判例のみが研究されているということは正しくはない。学説的な
研究とともに，制定法や行政にかかわるさまざまな資料などは，きわめて重要な役割を
果たしている。
実際に起こった事例を研究することはさまざまな理由からきわめて重要である。第 1
の理由は，判例は法律手続きが実際に作動している実例だということである。判例を読
むならば，その訴訟が提起された背景的事実を把握し，これらの事実がいかにして法的
問題へと翻訳されていくのかを知り，当事者の申し立てや主張を把握し，また，裁判所
が判決にいたるためにどのようにその事件を処理したのか，等々を知ることができるの
である。そして，判例を研究する第2の理由は，各々のケースは社会史の一面を表して
いることである。長期にわたる判例を研究することによって，われわれの社会のなかに
生じている きわめて重要なものもあるし比較的些細なものもあるが 出来事や事
件，紛争などを詳細に知ることが可能である。このようなことは，学生たちが，社会の
諸々の文化と接触し，また，法が歩調を合わせなければならない具体的な社会状況を理
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解することを可能にするのである。そして最後に，判例の研究を通じて，裁判官が法律
問題を扱う際に直面する困難な問題に， 学生たちを馴染ませることが可能となる。いく
つかの事例では法律は不明確であり，あるいは 1つ以上の解決方法が存在すると思われ
る場合があるが，それにもかかわらず裁判官は判決を下さなければならない。そのよう
な問題に―学牛たちは法実務を通じてしばしばそのような問題に将来直面するゆえに
，学生という早い段階でそのような問題に直面させることはきわめて有用な教育的
効果が存在するのである。
結 語 グローバリゼ｀ ‘ど去,.,.,,( ンーヨ./ i子 Conclusion: globalization and legal learning) 
近年グローバリゼーションのさまざまな影響が，ニュージーランドや他のコモンロー
系の国ぐににおける法学教育の在り方に重要な意味をもたらしてきている。グローバル
化という現在の国際情勢の下では，さまざまな国ぐにの法システムがどのように機能し
ているのかを学生に教え，異なった制度や知的雰囲気の中で自らそれにうまく適合して
いく能力を伸ばすためのサポートをすることはきわめて重要であることが，法学教育に
携わる人びとのあいだで認識されてきている。
近年の比較法学に対する関心の高まりは，法専門家や研究者が，諸外国の法や法律家，
そして外国の法律問題に関する依頼者とより密接にかかわっていかねばならないという
ことに気付きはじめていることと関係している。比較法学を通じて法律家や法学者は，
科学技術の進展や世界の統合のプロセス，また国境を越えた法や国際法のますますの展
開とも相ま って，現代の法システムの展開の新たな特徴や動向を認識することが可能と
なるのである。そしてさらに，社会現象としての法をより正確に理解することにむけた
視点を提供し，また彼らの知的財産をより豊かにすることによって，法律家の仕事をよ
り完成されたものへと高めることを可能とするのである。
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The Rise of the New Zealand State 
• October 1769: captain J. Cook 
arrives in New Zealand. 
• 6 February 1840: TreatyofWaitangi 
signed (by this Maori chiefs ceded 
sovereignty to Queen Victoria). 
• 21 May 1840: New Zealand becomes 
a British colony. 
• 1907: New Zealand becomes a 
B『itishDominion. 
• 1947: New Zealand independence 
confirmed (after ratification of the 
1931 UK Statute of Westminster by 
New Zealand par1iament). 
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New Zealand: a Common Law Country 
The legal system of New Zealand is largely based on 
English law. It is a mixture of common law principles 
(judge-made law) and legislation (statutes or Acts of 
Parliament). Some of these Acts of Parliament are aimed 
at codifying the existing common law, others only aim at 
filing gaps in the law or correct anomalies. 
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Hlghe『Legai印u⑳ on in New Zealand 
There are l'lo ways to enter me 
LLJBILLB (Hons) progra rni m 
1) the Normal Und-ergraduate 
Route and 
2) the Graduate Ent、ryRoute. 
Higher Legal Education in New Zealand 
Normal Undergraduate Route 
The normal route is by application for 
the "Law I" year. This is normally the 
first year of University studies, and 
students are required to do the Legal 
System course along with six papers 
from other faculties. On completion of 
the Law I year students who wish to 
continue legal studies for the LLB or 
LLB(Hons) degree must apply again 
for entry into Law Iyear. Once 
accepted into Law I, a student is in 
the Law Programme proper (of 3 years 
duration). 
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Higher Legal Educat切nin New Zealand 
Gradt回te・En.町 Rout,e
A student who ha・ 
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Higher Legal Education in New Zealand 
The Professional Legal Studies Course Subject areas 
• Legal drafting 
• Wills and Trusts 
• Land conveyancing 
• Court papers and practice covering: 
-o Civil litigation 
-o Criminal litigation 
• Practice management 
• Advocacy & ethics 
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Higher Legal Education in New Zealand 
In recent years the effects of globalization have potentially 
important implications for the teaching of law in New 
Zealand. The growing interest in comparative legal studies 
in recent years reflects the awareness that legal 
professionals and scholars are becoming ever more 
closely involved with foreign law, foreign lawyers and 
foreign clients. 
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[ I J ムスラキス教授・経歴・業績
以下においては，ムスラキス教授の経歴と主要業績を一括して掲げておく 。
(1) PRESENT POSITIONS: • Associate Professor, Coordinator: Comparative Law 
Programme, The University of Auckland, New Zealand. • Adjunct Professor and 
Member of Advisory Board, Institute of Foreign and Comparative Law, Athens. 
• Member of the Advisory Board, Ohio State Journal of Criminal Law, Ohio State 
University, USA 
(2) ACADEMIC RECORD: 1991: • PhD (Doctor of Philosophy), University of 
Edinburgh, Faculty of Law, UK. 1986: • MJur (Master of Jurisprudence), Uni-
versity of Manchester, Faculty of Law, UK. 1983: • JD (Juris Doctor), University 
of Athens, Faculty of Law, Greece. 1989: • Postgraduate Certificate in Legal 
Theory, European University Institute, Florence, Italy (Erasmus Program). 1988: 
• Postgraduate Certificate in the Sociology of Law, Freie University of Berlin, Ger-
many (Summer Program in the Sociology of Law). 
(3) EMPLOYMENT RECORD: • 2010-2011 : Visiting S h 1 ,K . U . c o ar ansai mvers1ty, 
Institute of Legal Studies, Osaka. • 2009: Visiting Professor, Osaka University, 
Faculty of Law. ● 2009: Teaching Fellow, Hiroshima University, Faculty of Law 
(seminars in comparative legal traditions). ● 2007-present: Research Fellow, Wase-
da University, Institute for Mediterranean Studies, Tokyo (European legal history). 
• 2008 : Visiting Professor and External Examiner, International Legal Studies 
Programme, University of Trier, Germany. ● 2006-2009: Associate Professor, 
Niigata University, Faculty of Law. • 2008: Teaching Fellow, Hiroshima Universi-
ty, Faculty of Law. ● 2007: Visiting Professor, University of Parma, Faculty of 
Law, Department of Penal Sciences, Italy. • 2006: Teaching Fellow, Summer Prog-
ram in Legal Theory, European Academy of Legal Theory, Catholic University of 
Brussels, Belgium. ● 2006: Teaching Fellow, Centre for Continuing Education, 
Faculty of Arts, University of Auckland (special course in criminology). • 2004: 
Research Fellow, University of Melbourne, Institute for Comparative and Interna-
tional Law, Australia. ● 1998-1999: Visiting Professor, Kobe University, Graduate 
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School of International Cooperation Studies. ● 1998-1998 : Adjunct Professor, Mar-
quette University, School of Law, Program in Comparative and International Law 
(in cooperation with the University of Queensland), Milwaukee, Wisconsin, USA. 
● 1997-2000: Lecturer in Law, The University of Queensland, School of Law, Au-
stralia. • 1995: Visiting Professor, Faculty of Law, University of Trento, Italy. 
● 1994-1995: Visiting Professor, Kobe-Gakuin University, Kobe. ● 1992-1997: 
Lecturer in Law, The University of Auckland, New Zealand. ● 1983-1984: Assis-
tant Attorney at Law, Athens Bar Association, Greece. 
(4) RESEARCH POSITIONS HELD: ● 2011: Research Fellow, University of 
Freiburg, Germany. • 2011: Research Fellow, University of Florence, Italy. • 2009: 
Visiting Scholar, Kyoto University. • 2009: Visiting Scholar, Kobe University, 
Faculty of Law. • 2009: Research Fellow, University of Munich, Leopold Wenger 
Institute, Germany. ● 2009: Visiting Scholar, University of Stockholm, Faculty of 
Law, Sweden. ● 2008: Research Fellow, Max Planck Institute for Criminal Law, 
Freiburg, Germany. ● 2007: Research Fellow, University of Cambridge, Corpus 
Christi College, UK. • 2006: Research Fellow, University of Munich, Leopold 
Wenger Institute, Faculty of Law, Germany. ● 2006: Research Fellow, European 
University Institute, Florence, Italy. ● 2005: Research Fellow, Max-Planck Institute 
畑 Comparativeand International Law and the University of Heidelberg, Germany. 
● 2005: Foreign Visiting Scholar, University of Parma, Faculty of Law, Parma, Italy. 
● 2004: Visiting Professor, Kyushu University, Faculty of Law, Japan. • 2004: Re-
search Fellow, The University of Tokyo, International Centre for Comparative Law 
and Politics, Graduate School of Law and Politics, Japan. • 2003: Research Fellow, 
Max-Planck-Institute for European Law and Faculty of Law, University of Frankfurt, 
Germany. ● 2002: Foreign Visiting Scholar, Kyoto University, Faculty of Law. 
● 2002: Research Fellow, University of Vienna, Faculty of Law, Austria. • 2002: 
Research Consultant, Pearson Education, New Zealand. ● 2002: Research Fellow, 
University of Munich, Leopold Wenger Institute, Faculty of Law, Germany. 
• 1999-2000: Foreign Visiting Scholar, Hiroshima University, Faculty of Law. 
● 1997: Research Fellow, The University of Tokyo, International Centre for Com-
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parative Law and Politics, Graduate School of Law and Politics. • 1997: Foreign 
Visiting Scholar, Kyoto University, Faculty of Law. • 1995: Research Fellow, Uni。
versity of Padova, Institute for Comparative Law, Faculty of Law, Italy. • 1995: 
Research Fellow, University of Bologna, Institute "Antonio Cicu" for European Law, 
Faculty of Law, Italy. ● 1995: Research Fellow, University of Florence, Depart-
ment of Legal Theory and Legal History, Faculty of Law, Italy. ● 1993-1994: Re-
search Fellow, University of Arizona, School of Law/Department of Philosophy, 
USA 
(5) MEMBERSHIP OF LEARNED SOCIETIES: • Member of the Editorial 
Board, Philosophia, International Journal of Philosophy, De La Salle University. 
• Japan Association for Legal Philosophy. • Japan Association for the Sociology of 
Law. • Law and Political Science Association of Niigata University (LPAN). 
• International Association of Penal Law. • Australasian Law Teachers'Associa-
tion (ALT A). • International Association for the Philosophy of Law and Social 
Philosophy. • Australian Institute of Comparative Legal Systems. • Humanities 
Research Network, The Humanities Society of New Zealand. • Royal Society of 
New Zealand. ● Institute of International Co-operation of Scientists (IDISIEEP), 
Aristotle University of Thessaloniki, Greece (2001-2005). • Australian Institute of 
Foreign and Comparative Law. ● 1997-2000: Member of the Editorial Board, The 
University of Queensland Law Journal, Australia. 
(6) PRINCIPAL PUBLICATIONS: 
(i) Books/Book Chapters: • 2011: Fundamentals of Roman Private Law, Pear-
son Publishers, New Zealand/ Australia. ● 2011: Origins of the European Legal 
Tradition, University Press of America, USA. ● 2007 : A Legal History of Rome, 
Routledge, UK/USA. • 2006 : Perspectives on Comparative Law and Jurispru-
dence, Prentice Hall. • 2003: The Historical and Institutional Context of Roman 
Law, Laws of the Nations Series, Ashgate, UK. • 1998: Criminal Responsibility 
and Partial Excuses, Dartmouth, UK. ● 2009: "Legal Traditions, Families and the 
Concept of Legal Borrowing in Comparative Law", in Asian Legal Cultures, lnsti-
tute of Legal Studies, Osaka, 202-242. • 2010: "Personhood and the Commod-
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ification of the Human Body: Philosophical and Ethico-Legal Perspectives", in 
Kai K. (ed) Post-Genome Society and Medical Law, Shinzansha Publishers, Tokyo, 
111-128. ● 1999: "Normativity, Morality and Legal Obligation in British and 
Continental Legal Positivism", in J. Llompart (ed) Theories of Law, 33-50. 
● 1998: "Applying Humanitarian Law in Non-International Armed Conflicts", 
chapter in Anuario de Derecho Internacional, University of Pamplona Press, Spain, 
293-319. ● 1991 : Shifting Grounds of Criminal Liability : Justification and Ex-
cuse in the Theory of Provocation, Doctoral Thesis, University of Edinburgh, UK. 
(i) Articles: "Lay Participation in the Administration of Justice: Some Comments 
on the Saiban-in System in Japan", The Law Review of Kansai University, Vol. 
60 (4), 2010, 108-130. ● "Justifications, Excuses and the Reasonable Person Stan-
dard in the Criminal Law", Journal of Law and Politics (Niigata University, 
Japan), Vol. 41 (2), 2009, 78-107. ● "Transplanting Legal Models Across Cultural-
ly Diverse Societies: A Comparative Law Perspective", 57 Osaka Law Review 
(Osaka University) 2010, 87-106. • "Body Commodification and Organ Transfer 
in the Biotechnology Age", Journal of Law and Politics, (Niigata University, 
Japan), Vol. 43 (1), 2010, 45-65. • "Rethinking Comparative Law's Potential for 
Expanding Legal Perspectives", Journal of Law and Politics (Niigata University, 
Japan), Vol. 41 (3-4), 2009, 128-160. • "Organ Procurement for Transplantation: 
Rethinking Problems of Legal Regulation", The Quarterly Review of Corporation 
Law and Society, (Waseda University, Japan), Vol 6 (3), February 2010, 103-115. 
● "Ius civile in artem redigere: Authority, Method and Argument in Roman Leg-
al Science", The Kyoto Journal of Ancient History (Kyoto University), Vol. 9, 
2009, 33-46. • "How to Understand Loss of Control Defences in the Criminal 
Law", Comparative Law Review (Waseda University, Japan), Vol. 42 (3), 2009, 
115-139. ● "Culpable Homicide and the Provocation Defence in English Law: 
An Historical and Contemporary Analysis", Journal of Law and Politics (Niigata 
University, Japan), Vol. 42 (1), 2009, 37-64. ● "Liberalism, Fallibilism and Indi-
vidual Self-Development: Some Comments on a Millian Perspective", The Annals 
of Legal Philosophy, The Japan Association of Legal Philosophy, 2008, 205-215. 
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● "Defending Victims of Domestic Abuse who Kill: A Perspective from English 
Law", Les Cahiers de Droit (Laval University, Canada), Vol. 48 (3), 2007, 351-371. 
● "Reason, Passion and Self-Control: Understanding the Moral Basis of the Pro-
vocation Defence", 38 Sherbrooke University Law Review (R. D. U. S.) (Sher-
brooke University, Canada), 2007, 215-232. ● "Comparative Law and Legal 
Universalism: an Historical Perspective", Journal for JuガdicalScience (University 
of the Free State, South Africa), Vol. 32 (1), 2007, 144-162. ● "Family Conferenc-
ing for Young Offenders: Some Lessons from New Zealand", Journal of Law and 
Politics (Niigata University, Japan), Vol. 40 (1), 2007, 38-68. ● "How Comparative 
Law Can Contribute to the Development of a General Theory of Legal Evolu-
tion", Tilburg Law Review, Journal of International and Comparative Law (Ti!-
burg University, European Union), Vol. 14 (3), 2007, 272-297. ● "Legal Empiric-
ism, Normativism and the Institutional Theory of Law", Philosophia, Internat. 
Journal of Philosophy (De La Salle University), Vol. 37 (2), 2008, 139-148. 
● "Comparability, Functionalism and the Scope of Comparative Law", Journal of 
Law and Politics (Niigata University, Japan), Vol. 41, (1), 2008, 1 -32. ● "Excuse, 
Justification and the Theoretical Basis of the Provocation Defence", Waseda Pro-
ceedings of Comparative Law, Vol. 1, 2008, 250-271. • "Defining Gender-Re-
lated Crimes Against Humanity Under the Statute of the International Criminal 
Court", Journal of Law and Politics (Niigata University, Japan), Vol. 40, No. 3-4, 
(March 2008), 64-7 4. ● "Liberalism, Individuality and Toleration: Some Com-
ments on a Millian Perspective", Proceedings of the Annual Conference of the 
Japan Association for Legal Philosophy, Tokyo, Nov. 2008. ● "Excusing Criminal 
Wrongdoing: A Study of Responsibility in Legal Theory", Journal of Law and 
Politics (Niigata University, Japan), Vol. 40 (2), 2007, 94-124. ● "Cumulative Pro-
vocation and Partial Defences in English Criminal Law: Some Comments on Re-
cent Developments", Obiter (Nelson Mandela Metropolitan University, South Afri-
ca) Vol. 28 (2), 2007, 291-303. • ℃ onceptualizing Legal Change : A Comparative 
Law Approach", Acta Juridica (Hungarian Academy of Sciences, European Un-
ion), Vol. 48 (3), Sept. 2007, 259-280. ● "Excessive Self-Defence and Criminal Re-
sponsibility", Comparative Law Review (Waseda University, Japan), Vol. 39 (3), 
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2006, 221-236. ● "Rethinking the Theoretical Basis of the Defence of Necessity in 
the Criminal Law", Comparative Law Review (Waseda University, Japan), Vol. 39 
(2), 2006, 123-149. ● "Family Group Conferences with Juvenile Offenders in New 
Zealand: Critical Perspectives on Contemporary Policy and Practice", Proceedings 
of the International Conference of the Korean Association of Victimology, Seoul, 
May 2006. ● "Restorative Justice: Comparative and International Perspectives", 
Part 4, The Hiroshima Law Journal (Hiroshima University, Japan), Vol. 29 (4), 
2006, 192-204. ● "Restorative Justice : Comparative and International Perspec-
tives", Part 3, The Hiroshima Law Journal (Hiroshima University, Japan), Vol. 29 
(3), 2006, 78-90. "Restorative Justice Conferencing in New Zealand: Theoretical 
Foundations and Practical Implications" • "Power, Authority and Argument in 
Roman Legal Thought", Philosophia, International Journal of Philosophy (DeLa 
Salle University), Vol. 35 (1), 2006. ● "Restorative Justice: Comparative and In-
temational Perspectives", Part 2, The Hiroshima Law Journal (Hiroshima Uni-
versity, Japan), Vol. 29 (2), 2005, 275-284. ● "Restorative Justice : Comparative 
and International Perspectives", Part 1, The Hiroshima Law Journal (Hiroshima 
University, Japan), Vol. 29 (1), 2005, 166-176. ● "Necessity: a Justificatory or Ex-
cusative Defence?", Waseda Bulletin of Comparative Law (Waseda University, 
Japan), July 2005. • "Family Group Conferencing: A Critical Analysis of the 
New Zealand Model", Law and Politics Revie (Kwansei-Gakuin University, 
Japan), Vol. 56 (1-2), 2005. • "Restorative Justice Conferencing for Juvenile 
Offenders", Korean Journal of Victimology, 13 (2), 2005, 77-111. ● "Towards a 
Comparative Theory of Legal Change", Kansai Journal of Law and Politics (Kan-
sai University, Japan), No 27, 2006, 53-68. ● "Restorative Justice", Proceedings of 
the International Conference of the Korean Association of Victimology, Daejeon 
University, May2005. ● "Liberalism, Fallibilism and Human Nature: An Inquiry 
into the Philosophy of J. S. Mill", Indian Philosophical Quarterly (University of 
Pune, India), Vol. 32 (3), 2005, 207-218. • "Provocation and Culpability", The 
Hiroshima Law Journal (Hiroshima University, Japan), Vol. 27 (4), 2004, 239-252. 
● "Restorative Justice: Some Reflections on Contemporary Theory and Practice", 
Journal for Juridical Science (University of the Free State, South Africa), Vol. 29 
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(1), 2004, 1 -27. ● "Restorative Justice in Theory and Practice", Journal of Law 
and Political Science (Tohoku University, Japan), Vol. 68 (1), 2004, 156-183. 
● "Some Comments on Aristotle's Theory of Change", Philosophia, International 
Journal of Philosophy (De La Salle University), Vol. 1, 2004. ● "Understanding 
and Implementing Restorative Justice", Tilburg Foreign Law Review (Tilburg 
University, European Union), Vol. 11 (3), 2003, 626-652. ●''Wrongdoing, Culpa-
bility and the Logic of Criminal Law Defences", Acta Juridica (Hungarian 
Academy of Sciences, European Union), Vol. 44 (1 -2), 2003, 67-88. ● "Mental 
Disorder and Criminal Liability: Tracing the Evolution of the Common Law In-
sanity Defence", Part 2, The Hiroshima Law Journal (Hiroshima University, 
Japan), Vol. 25 (2), 2001, 211-227. ● "Mental Disorder and Criminal Liability: 
Tracing the Evolution of the Common Law Insanity Defence", Part 1, The 
Hiroshima Law Journal (Hiroshima University, Japan), Vol. 25 (1), 2001, 75-84. 
● "Justification-and Excuse-Based Defences in the Criminal Law", Part 2, The 
Hiroshima Law Journal (Hiroshima University, Japan), Vol. 24 (4), 2001, 175-182. 
● "Justification-and Excuse-Based Defences in the Criminal Law", Part 1, The 
Hiroshima Law Journal (Hiroshima University, Japan) 24 (3), 2001, 123-135. 
● "Just Deserts, Choice and the Logic of Criminal Law Defences", Proceedings of 
the Twentieth World Congress of the International Association for Legal and So-
cial Philosophy, Vrije University, Amsterdam, 2001. ● "Cumulative Provocation 
and Criminal Liability", Journal o_f Criminal Law, UK, Vol. 63 (:-3), 2000, 332-338. 
● "Excusing Conditions and Criminal Liability in Anglo-American Jurisprudence", 
Part 2, The Hiroshima Law Journal (Hiroshima University, Japan), Vol. 24 (2), 
2000, 165-183. ● "Excusing Conditions and Criminal Liability in Anglo-American 
Jurisprudence", Part 1, The Hiroshima Law Journal (Hiroshima University, 
Japan), Vol. 24 (1), 2000, 135-152. • "Provocation, Loss of Control and Criminal 
Responsibility", Journal for Juridical Science (University of the Free State, South 
Africa), Vol. 25 (1), 2000, 89-103. ● "Emotion, Choice and Criminal Responsibil-
ity", Indian Philosophical Quarterly (University of Pune), Vol. 27 (1 & 2), 2000, 
63-78. ● "Legal Convergence in Europe: Towards the Formation of a New'lus 
Commune'?" Juridical Studies, 6 (2), Athens, 2000. ● "Civil War, Rights, and the 
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Application of International Humanitarian Law", Revue Egyptienne de Droit Inter-
national, Vol. 55, 1999, 270-308. ● "Emotion, Choice and the Rationale of the 
Provocation Defence", The Cambrian Law Review, (University of Wales, UK), 
Vol. 30, 1999, 21-30. • "Euthanasia, Doctor-Assisted Suicide and the Law : A 
Comparative Approach", The Hiroshima Law Journal (Hiroshima University, 
Japan), Vol. 23 (1), 1999, 165-189. ● "Justification and Excuse in the Criminal 
Law: a Comparative Perspective", Kurukshetra Law Journal (Kurukshetra Uni-
versity, India), Vol. 20, 1999. ● "Equitable Remedies in Roman Law", Juridical 
Studies, 5 (1), Athens, 1999. ● "Excessive Self-Defence and Criminal Liability", 
South African Journal of Criminal Justice (University of Cape Town), Vol. 12 (2), 
1999, 143-154. ● "International Humanitarian Law and the Regulation of Internal 
Armed Conflicts", Journal of International Cooperation Studies (Kobe University, 
Japan), Vol. 7 (1), 1999, 15-45. ● "Justification and Excuse", Tilburg J,oreign Law 
Review (Tilburg University, European Union), Vol. 7 (1), 1998, 35-63. ● "Nature, 
Convention and Politics: Reflections on an Aristotelian Theme", Sophia, Interna-
tional Journal of Philosophy (De La Salle University), Vol. 2, 1998. • "Reality, 
the Adversarial System and the Jury", Juridical Studies, 4 (3), Athens, 1998. 
● "Criminal Responsibility, Character and the Excuses", Obiter (University of Port 
Elizabeth, South Africa), Vol. 19 (1), 1998. ● "Distinguishing Between Justifica-
tions and Excuses in the Criminal Law: Some Controversial Questions and Dif-
ficulties", Stellenbosch Law Review (Stellenbosch University, South Africa), Vol. 9 
(2), 1998, 165-181. ● "Character, Choice and Criminal Liability", Les Cahiers de 
Droit (Laval University, Canada), Vol. 39 (1), 1998, 51-73. ● "Excusing Condi-
tions and Criminal Responsibility in Anglo-American Jurisprudence", Archivum 
iuridicum Cracoviense (Jagiellonian University of Krakow, European Union), Vols. 
29-30, 1996 -1997. • "Law as a Normative Order: a Comparative Study of British 
and German Traditions in Legal Theory", Acta Juridica (Hungarian Academy of 
Sciences, European Union), Vol. 38 (3-4), 1997, 115-124. ● "Utility and Rights in 
Francis Hutcheson's Ethical Theory", Indian Philosophical Quarterly (University 
of Pune, India), Vol. 24 (4), 1997, 527-542. ● "Precedent and the Codification of 
Criminal Law in Common Law Jurisdictions", Juridical Studies, 3 (3), Athens, 
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1997. ● "Politics and the Criminal Justice Process in the Later Roman Republic", 
Legal History Vol. 3 (4), 1997. 
(8) INVITED LECTURES, SEMINARS Al~D CONFERENCE PRESENTA-
TIONS (select) : ● 29 January 2011: "Restorative Justice Conferencing in New 
Zealand: Theoretical Foundations and Practical Implications", Association of Legal 
Philosoph, Doshisha University, Kyoto. • 16 February 2009: "Restorative Justice 
Conferencing in New Zealand: Theoretical Foundations and Practical Implications", 
Kansai University, Institute of Legal Studies, Osaka. ● 4 December 2009 : "Res-
torative Justice: A Theoretical Perspective", Kansai University, Institute of Legal 
Studies, Osaka. • 2-5 November 2009: "Lay Participation in the Administration of 
Justice: Some Comments on the Introduction of a Hybrid Jury System in Japan", 
International Symposium on Contemporary Legal Reform, Catholic University of 
Leuven, Belgium. ● 24-25 October 2009: "Body Commodification and Organ 
Procurement: Ethical and Socio-Legal Challenges", International Symposium in 
Comparative Medical Law, Waseda University, Tokyo. • November 22-23, 2008: 
"Liberalism, Individuality and Toleration: Some Comments on a Millian Perspec-
tive", Annual Conference of the Japan Association for Legal Philosophy, Gakushuin 
University, Tokyo. •July 12-13, 2008: "Excuse, Justification and the Theoretical 
Basis of the Provocation Defence", International Symposium in Comparative Crimin-
al Law, Waseda University, Institute of Comparative Law, Tokyo. • June 28-29, 
2008: "Personhood and the℃ ommodification'of the Human Body : Philosophical 
and Ethico-Legal Perspectives", International Conference in Comparative Medical 
Law, Waseda University, Institute of Comparative Law, Tokyo. • March 22-23, 
2008: "Using Criminal Sanction as a Means of Controlling Misconduct in Human 
Subject Research: Some Comments" (commentary), International Conference on 
Bioethics, Biobanking and Ethical Regulation, Kyoto University Graduate School of 
Law in Cooperation with the Japanese Ministry of Health, Labour and Welfare, 
Kyoto. • Dec. 21, 2007: "Legal Borrowing and the Classification of Lega Systems 
into Families: Some Thoughts on Japanese Law", Hiroshima University, Faculty of 
Law. • Sept. 21-22, 2007: "Codification and Criminal Law Reform" (commentary), 
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Conference on the codification of Penal Law ("Esperienze penali nell'Europa 
orientale: 1codice penale Jonio (1841); 1 codice penale russo (1996)"), the Uni-
versity of Turin and CEDAM, Padova, Italy. • Sept. 1, 2007: "Comparability, 
Functionalism and the Scope of Comparative Law", Institute of Foreign and Compa-
rative Law, Athens, Greece. • Oct. 14, 2006: "Developing Problem-Solving Skills in 
Common LawLegal Education", Symposium on Comparative Legal Education, Meiji-
Gakuin University, Tokyo. • April 29, 2006: "Family Group Conferences with 
Juvenile Offenders in New Zealand: Critical Perspectives on Contemporary Policy 
and Practice", International Conference of the Korean Association of Victimology, 
Seoul, S. Korea. • April 28, 2006 : "Restorative Justice, Welfare and Responsibil-
ity", Sogang University, Faculty of Law, Seoul, S. Korea. • June 23-25, 2006: 
"Understanding the Interrelationship between Law and Equity" (commentary), 
Annual Conference of the Australian Society for Legal Philosophy, University of 
Auckland, Faculty of Law, New Zealand. • Sept. 27, 2005: "Partial Defences to 
Murder in English Criminal Law: Assessing Proposals for Reform", University of 
Parma, Faculty of Law, Department of Penal Law, Parma, Italy. • Sept. 20, 
2005,"Some Methodological Aspects of Comparative Law", University of Hong 
Kong, Centre for Comparative and Public Law. • April/May 2005: "Designing 
Restorative Justice Programs For Juvenile Offenders", International Conference in 
Criminal Justice, Korean Association of Victimology, Daejeon University, S. Korea. 
• Dec. 28, 2004: "Restorative Justice and Conflict Resolution: Perspectives on Re-
cent Developments in Australia and New Zealand", Symposium on Victim-Offender 
Mediation, Kwansei Gakuin University, School of Law, Osaka. • Dec. 15, 2004: 
"Rethinking the Theoretical Basis of the Defence of Necessity in the Criminal Law", 
Waseda University, Institute of Comparative Law, Tokyo. • Dec. 10, 2004: "Legal 
Education in Common Law and Civil Law Systems : a Comparative Analysis", Sym-
posium on Comparative Legal Education, Meiji-Gakuin University, Tokyo. • Oct. 5, 
2004: "Aequitas and !us Naturale in Roman Legal Thought", Department of Clas-
sics and Ancient History Special Seminar Series, University of Auckland, New Zea-
land. • Feb. 6, 2004: "Impossible Attempts and Conspiracies in English and New 
Zealand Criminal Law", Hiroshima University, Faculty of Law. • Feb. 4,2004: 
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"Restorative Justice", The Institute of Comparative Law in Japan, Chuo University, 
Tokyo. • Feb. 5, 2003: "Restorative Conferencing for Repeat Offenders?", Hiroshi-
ma University, Faculty of Law. • Dec. 18, 2003: "Legal Convergence in Europe: 
Towards the Formation of a New']us Commune'?" Institute of Foreign and Compa-
rative Law, Athens. • Jan. 18, 2003: "Restorative Justice and Retributive Justice", 
Tohoku University, Faculty of Law. • Nov. 24, 2002: "Preventive Detention Leg-
islation and Rights", Kyoto University, Graduate School of Law. • Aug. 14, 2002: 
"Some Comments on the Normative System of Roman Legal Science", contribution 
to symposium on Roman law, University of Munich, Leopold Wenger Institute, 
Faculty of Law, Germany. • June 19-23 2001: "Just Deserts, Choice and the Logic 
of Criminal Law Defences", The Twentieth World Congress of the International 
Association for Legal and Social Philosophy, Vrije University, Amsterdam, Holland. 
• Feb. 5, 2000: "Mental Disorder and Criminal Liability: Tracing the Evolution of 
the Common Law Insanity Defence", Hiroshima University, Faculty of Law. 
［謝辞］
ムスラキス教授は本稿の経歴―-「[ID] ムスラキス教授・経歴・業績」「(3)EM。
PLOYMENT RECORD」一ーにもあるように， 2006年から09年にかけて新潟大学
法学部準教授として 3年間教鞭をとられた。その間，私が主幹を務める法学研究
所・アジア法文化研究班（第 1期； 2007年4月1日から09年3月31日）の委嘱研究
員としても関西大学法学研究所を基盤とする共同研究に加わっていただいた。ま
たその間の共同研究成果の一環として，角田猛之編著『アジアの法文化の諸相』
（関西大学法学研究所，研究叢書，第40fHt, 2009年）に， "LegalTraditions, 
Families and the Concept of Legal Borrowing in Comparative Law" (in Asian 
Legal Cultures, Institute of Legal Studies, Osaka, 202-242)論文を投稿していただ
し、た。
そして， 3カ月間 (2010年11月20日から2011年 2月19日）にわたる今回の関西大
学法学研究所・招聘研究員としての共同研究は，上記の委嘱研究員としてのアジア
法文化研究班における共同研究の延長としておこなわれたものである。本稿の「は
じめに」でも言及したように，教授は刑事法，刑法哲学のみならず，ローマ法や比
較法学の造詣もきわめて深く，研究班の共同研究のみならずわたし自身の
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"Law as Culture"という法の把握を基本とする 法文化学，比較歩文化学とも
学問的な関心を一にしている。その意味でも，今回の教授との共同研究はわたし自
身の法文化学探求にとってもきわめて有益であった。ここに記して心からの謝意を
表したい。 (2011年2月28日 脱稿）
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